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ははじじめめにに

2023（令和 5年）年 1月、管理栄養士国家試験出題基準（ガイドライン）改訂検

討会によって、新たなガイドラインが示された。これは、新たな法律や制度の改正

に対して迅速に対応するためであり、おおむね 4年に 1度実施されている。

今回の改定は、超高齢社会であるわが国の人口構成が、今後 2040（令和 22）年の

老齢人口割合で 35％に達することを考慮し、その時代を見据えた多業種連携に必要

な知識及び技能や法改正に伴う適切かつ効果的な栄養管理の能力を修得した管理栄

養士の養成を目的としている。

これからの管理栄養士養成施設に求められる教育として、国家試験の合格をめざ

すことは専門職としてのスタートであって、各々の養成施設が質の高いプロフェッ

ショナリズムを備えた人材を育てる教育プログラムを学生へ提供することになる。

学生は、今後に訪れる我が国の社会的諸問題に多業種とともに収拾する役割を担っ

ていることを自覚し、期待される管理栄養士となるべく研鑽を積むことを嘱望する。

公衆衛生学の分野では、栄養管理を実践する上で基本となる人間の健康（疾病）

と社会・環境、食べ物の関係について広く学修することが求められる。健康増進に

関する統計では、レセプト情報・特定健診等データベース（NDB)、国保データベー

ス（KDB）が追加された。また、関連する医療保険制度において、保険者の役割とデ

ータヘルス計画も重要視されており、既に関連事項が第 37 回国家試験に出題される

状況である。

本書は、新たな出題基準に準拠させ、出題基準の大・中・小項目の内容を含む構

成となるように配慮している。また、各項目の重要事項に焦点を合わせた例題を適

時加えることで、内容の理解と知識の定着を図っている。さらに章末には、関連す

る国家試験レベルの問題を掲載し、各章ごとの学修到達度を各自が判断できるよう

に配置した。

本書を手に取り、活用される皆さんが、管理栄養士国家試験に合格されることを

心から願う次第である。

2023（令和 5）年 3月

編集（著者代表） 網中雅仁

栄栄養養管管理理とと生生命命科科学学シシリリーーズズ 公公衆衆衛衛生生学学

ii

ii

23-02-330_001_前付け.indd   223-02-330_001_前付け.indd   2 2023/03/20   17:53:372023/03/20   17:53:37



編編集集者者

網中 雅仁 くらしき作陽大学 食文化学部 栄養学科 教授

執執筆筆者者 （五十音順）

網中 雅仁 くらしき作陽大学 食文化学部 栄養学科 教授
（1章、7 章 5～7節）

清原 康介 大妻女子大学 家政学部 食物学科 准教授（3章、4 章）

熊田 薫 茨城キリスト教大学 生活科学部 食物健康科学科 教授（2章)

後藤 政幸 和洋女子大学 名誉教授（7 章 9 節）

古屋 博行 東海大学 医学部 基盤診療学系 教授（6章、7 章）

村田 貴俊 鶴見大学 歯学部 口腔衛生学 講師（5 章）

本橋 隆子 聖マリアンナ医科大学 医学部 予防医学 講師
（7章 1～4 節)

依田 健志 川崎医療福祉大学 医療技術学部 健康体育学科 准教授
（7章 8節、7 章 10～11 節）

栄栄養養管管理理とと生生命命科科学学シシリリーーズズ 公公衆衆衛衛生生学学

ははじじめめにに

2023（令和 5年）年 1月、管理栄養士国家試験出題基準（ガイドライン）改訂検

討会によって、新たなガイドラインが示された。これは、新たな法律や制度の改正

に対して迅速に対応するためであり、おおむね 4年に 1度実施されている。

今回の改定は、超高齢社会であるわが国の人口構成が、今後 2040（令和 22）年の

老齢人口割合で 35％に達することを考慮し、その時代を見据えた多業種連携に必要

な知識及び技能や法改正に伴う適切かつ効果的な栄養管理の能力を修得した管理栄

養士の養成を目的としている。

これからの管理栄養士養成施設に求められる教育として、国家試験の合格をめざ

すことは専門職としてのスタートであって、各々の養成施設が質の高いプロフェッ

ショナリズムを備えた人材を育てる教育プログラムを学生へ提供することになる。

学生は、今後に訪れる我が国の社会的諸問題に多業種とともに収拾する役割を担っ

ていることを自覚し、期待される管理栄養士となるべく研鑽を積むことを嘱望する。

公衆衛生学の分野では、栄養管理を実践する上で基本となる人間の健康（疾病）

と社会・環境、食べ物の関係について広く学修することが求められる。健康増進に

関する統計では、レセプト情報・特定健診等データベース（NDB)、国保データベー

ス（KDB）が追加された。また、関連する医療保険制度において、保険者の役割とデ

ータヘルス計画も重要視されており、既に関連事項が第 37 回国家試験に出題される

状況である。

本書は、新たな出題基準に準拠させ、出題基準の大・中・小項目の内容を含む構

成となるように配慮している。また、各項目の重要事項に焦点を合わせた例題を適

時加えることで、内容の理解と知識の定着を図っている。さらに章末には、関連す

る国家試験レベルの問題を掲載し、各章ごとの学修到達度を各自が判断できるよう

に配置した。

本書を手に取り、活用される皆さんが、管理栄養士国家試験に合格されることを

心から願う次第である。

2023（令和 5）年 3月

編集（著者代表） 網中雅仁

栄栄養養管管理理とと生生命命科科学学シシリリーーズズ 公公衆衆衛衛生生学学

iii

iii

23-02-330_001_前付け.indd   323-02-330_001_前付け.indd   3 2023/03/20   17:53:382023/03/20   17:53:38



iv 白
23-02-330_001_前付け.indd   423-02-330_001_前付け.indd   4 2023/03/20   17:53:382023/03/20   17:53:38



目目 次次

第第１１章章 社社会会とと健健康康／1

11 健健康康のの概概念念／2

1.1 健康の定義／2

1.2 健康づくりと健康管理／3

22 公公衆衆衛衛生生のの概概念念／4

2.1 公衆衛生の定義／4

2.2 公衆衛生の目標／5

2.3 公衆衛生と予防医学：一次・二次・三次予防／5

2.4 プライマリヘルスケア／6

2.5 ヘルスプロモーション／6

2.6 公衆衛生活動の進め方／8

2.7 予防医学のアプローチ／10

33 社社会会活活動動のの公公正正とと健健康康格格差差のの是是正正／11

3.1 社会的公正の概念／11

3.2 健康の社会的決定要因、健康格差／11

章末問題／13

第第２２章章 環環境境とと健健康康／17

11 生生態態系系とと人人々々のの生生活活／18

1.1 生態系と環境の保全／18

22 環環境境汚汚染染とと健健康康影影響響／21

2.1 地球（世界規模）での取り組み／22

2.2 環境保全、環境汚染／30

2.3 公害／36

33 環環境境衛衛生生／41

3.1 気候、季節／41

3.2 空気／41

v

v

23-02-330_001_前付け.indd   523-02-330_001_前付け.indd   5 2023/03/20   17:53:382023/03/20   17:53:38



3.3 圧力／42

3.4 温熱／42

3.5 放射線／43

3.6 上水道と下水道／44

3.7 廃棄物処理／45

3.8 住居の衛生／47

章末問題／50

第第３３章章 健健康康、、疾疾病病、、行行動動にに関関わわるる統統計計資資料料／57

11 保保健健統統計計／58

1.1 保健統計の概要／58

1.2 わが国の主な保健統計／58

22 人人口口静静態態統統計計／58

2.1 人口静態統計と国勢調査／58

2.2 人口の推移／59

2.3 世界の人口／63

33 人人口口動動態態統統計計／65

3.1 人口動態統計と各指標の届出制度／65

3.2 出生／65

3.3 死亡／68

3.4 年齢調整死亡率／69

3.5 死因統計と死因分類（ICD)／73

3.6 出生前後の死亡／75

44 生生命命表表／77

4.1 生命表／77

4.2 平均余命と平均寿命／77

4.3 健康寿命／78

55 傷傷病病統統計計／79

5.1 患者調査／79

5.2 国民生活基礎調査／80

章末問題／82

第第４４章章 健健康康状状態態・・疾疾病病のの測測定定とと評評価価／87

11 疫疫学学のの概概念念とと指指標標／88

1.1 疫学の定義、対象と領域／88

1.2 疾病頻度、死亡頻度の指標／88

1.3 曝露因子の影響評価／90

22 疫疫学学のの方方法法／94

2.1 疫学研究のデザイン／94

2.2 横断研究／95

2.3 生態学的研究（地域相関研究)／96

2.4 コホート研究／96

2.5 症例対照研究（ケースコントロール研究)／97

2.6 コホート研究と症例対照研究の比較／97

2.7 介入研究（実験疫学)／99

2.8 ランダム化比較試験／99

2.9 非ランダム化比較試験／100

33 ババイイアアスス、、交交絡絡のの制制御御とと因因果果関関係係／101

3.1 バイアス、疫学研究における誤差／101

3.2 交絡と標準化／102

3.3 疫学研究の評価と因果関係の捉え方、Hill の判定基準／104

44 ススククリリーーニニンンググ／105

4.1 スクリーニングの目的と適用条件／105

4.2 スクリーニングの精度／106

55 根根拠拠（（エエビビデデンンスス））にに基基づづいいたた医医療療及及びび保保健健対対策策／109

5.1 EBM と EBPH／109

5.2 エビデンスの質のレベル／110

5.3 系統的レビュー（システマティックレビュー）とメタアナリシス／110

5.4 診療ガイドライン、保健政策におけるエビデンス／112

66 疫疫学学研研究究とと倫倫理理／113

6.1 人を対象とした研究調査における倫理的配慮／113

6.2 インフォームド・コンセントとオプトアウト／114

6.3 倫理審査委員会／114

6.4 利益相反／115

vi

vi

23-02-330_001_前付け.indd   623-02-330_001_前付け.indd   6 2023/03/20   17:53:382023/03/20   17:53:38



3.3 圧力／42

3.4 温熱／42

3.5 放射線／43

3.6 上水道と下水道／44

3.7 廃棄物処理／45

3.8 住居の衛生／47

章末問題／50

第第３３章章 健健康康、、疾疾病病、、行行動動にに関関わわるる統統計計資資料料／57

11 保保健健統統計計／58

1.1 保健統計の概要／58

1.2 わが国の主な保健統計／58

22 人人口口静静態態統統計計／58

2.1 人口静態統計と国勢調査／58

2.2 人口の推移／59

2.3 世界の人口／63

33 人人口口動動態態統統計計／65

3.1 人口動態統計と各指標の届出制度／65

3.2 出生／65

3.3 死亡／68

3.4 年齢調整死亡率／69

3.5 死因統計と死因分類（ICD)／73

3.6 出生前後の死亡／75

44 生生命命表表／77

4.1 生命表／77

4.2 平均余命と平均寿命／77

4.3 健康寿命／78

55 傷傷病病統統計計／79

5.1 患者調査／79

5.2 国民生活基礎調査／80

章末問題／82

第第４４章章 健健康康状状態態・・疾疾病病のの測測定定とと評評価価／87

11 疫疫学学のの概概念念とと指指標標／88

1.1 疫学の定義、対象と領域／88

1.2 疾病頻度、死亡頻度の指標／88

1.3 曝露因子の影響評価／90

22 疫疫学学のの方方法法／94

2.1 疫学研究のデザイン／94

2.2 横断研究／95

2.3 生態学的研究（地域相関研究)／96

2.4 コホート研究／96

2.5 症例対照研究（ケースコントロール研究)／97

2.6 コホート研究と症例対照研究の比較／97

2.7 介入研究（実験疫学)／99

2.8 ランダム化比較試験／99

2.9 非ランダム化比較試験／100

33 ババイイアアスス、、交交絡絡のの制制御御とと因因果果関関係係／101

3.1 バイアス、疫学研究における誤差／101

3.2 交絡と標準化／102

3.3 疫学研究の評価と因果関係の捉え方、Hill の判定基準／104

44 ススククリリーーニニンンググ／105

4.1 スクリーニングの目的と適用条件／105

4.2 スクリーニングの精度／106

55 根根拠拠（（エエビビデデンンスス））にに基基づづいいたた医医療療及及びび保保健健対対策策／109

5.1 EBM と EBPH／109

5.2 エビデンスの質のレベル／110

5.3 系統的レビュー（システマティックレビュー）とメタアナリシス／110

5.4 診療ガイドライン、保健政策におけるエビデンス／112

66 疫疫学学研研究究とと倫倫理理／113

6.1 人を対象とした研究調査における倫理的配慮／113

6.2 インフォームド・コンセントとオプトアウト／114

6.3 倫理審査委員会／114

6.4 利益相反／115

vii

vii

23-02-330_001_前付け.indd   723-02-330_001_前付け.indd   7 2023/03/20   17:53:382023/03/20   17:53:38



章末問題／116

第第５５章章 生生活活習習慣慣（（ラライイフフススタタイイルル））のの現現状状とと対対策策／121

11 健健康康にに関関連連すするる行行動動とと社社会会／122

1.1 健康の生物心理社会モデル／122

1.2 生活習慣病、NCD の概念／122

1.3 健康日本 21／123

22 身身体体活活動動、、運運動動／124

2.1 身体活動・運動の現状／124

2.2 身体活動・運動の健康影響／126

2.3 健康づくりのための身体活動基準及び指針／127

33 喫喫煙煙行行動動／128

3.1 喫煙の現状／128

3.2 喫煙の健康影響と社会的問題／129

3.3 禁煙サポートと喫煙防止／130

3.4 受動喫煙防止／131

3.5 その他のたばこ対策／132

44 飲飲酒酒行行動動／132

4.1 飲酒の現状／132

4.2 飲酒の健康影響と社会的問題／133

4.3 アルコール対策と適正飲酒／134

55 睡睡眠眠、、休休養養、、スストトレレスス／135

5.1 睡眠と生活リズム／135

5.2 睡眠障害と睡眠不足の現状、睡眠指針／135

5.3 休養の概念と休養指針／136

5.4 ストレスの概念とストレスマネジメント／137

66 歯歯科科保保健健行行動動／137

6.1 歯の健康と食生活／137

6.2 歯と全身の健康／138

6.3 歯科保健行動／138

6.4 歯科保健対策／138

章末問題／139

第第６６章章 主主要要疾疾患患のの疫疫学学とと予予防防対対策策／145

11 ががんん（（CCaanncceerr))／146

1.1 がん（悪性腫瘍）とは／146

1.2 主要部位のがん（がんの疫学)／146

1.3 がん予防と対策／150

1.4 がん検診／155

1.5 健診と検診／157

22 循循環環器器疾疾患患／157

2.1 循環器の疫学／157

2.2 高血圧性疾患／157

2.3 脳血管疾患／160

2.4 心疾患／163

33 代代謝謝疾疾患患／164

3.1 肥満、メタボリックシンドローム／164

3.2 糖尿病／169

3.3 脂質異常症／172

3.4 食事療法の効果を得るために／175

3.5 食事療法に活用できるデータの掲載／175

44 骨骨・・関関節節疾疾患患／176

4.1 骨租鬆症、骨折／176

4.2 変形性関節症／178

4.3 ロコモティブシンドローム／179

55 感感染染症症／180

5.1 感染症の成立／180

5.2 主要な感染症／181

5.3 感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（感染症法)／185

5.4 検疫と予防接種、感染症対策／187

66 精精神神疾疾患患／190

6.1 精神疾患と精神障害／190

6.2 主要な精神疾患／190

6.3 精神保健対策／191

viii

viii

23-02-330_001_前付け.indd   823-02-330_001_前付け.indd   8 2023/03/20   17:53:392023/03/20   17:53:39



章末問題／116

第第５５章章 生生活活習習慣慣（（ラライイフフススタタイイルル））のの現現状状とと対対策策／121

11 健健康康にに関関連連すするる行行動動とと社社会会／122

1.1 健康の生物心理社会モデル／122

1.2 生活習慣病、NCD の概念／122

1.3 健康日本 21／123

22 身身体体活活動動、、運運動動／124

2.1 身体活動・運動の現状／124

2.2 身体活動・運動の健康影響／126

2.3 健康づくりのための身体活動基準及び指針／127

33 喫喫煙煙行行動動／128

3.1 喫煙の現状／128

3.2 喫煙の健康影響と社会的問題／129

3.3 禁煙サポートと喫煙防止／130

3.4 受動喫煙防止／131

3.5 その他のたばこ対策／132

44 飲飲酒酒行行動動／132

4.1 飲酒の現状／132

4.2 飲酒の健康影響と社会的問題／133

4.3 アルコール対策と適正飲酒／134

55 睡睡眠眠、、休休養養、、スストトレレスス／135

5.1 睡眠と生活リズム／135

5.2 睡眠障害と睡眠不足の現状、睡眠指針／135

5.3 休養の概念と休養指針／136

5.4 ストレスの概念とストレスマネジメント／137

66 歯歯科科保保健健行行動動／137

6.1 歯の健康と食生活／137

6.2 歯と全身の健康／138

6.3 歯科保健行動／138

6.4 歯科保健対策／138

章末問題／139

第第６６章章 主主要要疾疾患患のの疫疫学学とと予予防防対対策策／145

11 ががんん（（CCaanncceerr))／146

1.1 がん（悪性腫瘍）とは／146

1.2 主要部位のがん（がんの疫学)／146

1.3 がん予防と対策／150

1.4 がん検診／155

1.5 健診と検診／157

22 循循環環器器疾疾患患／157

2.1 循環器の疫学／157

2.2 高血圧性疾患／157

2.3 脳血管疾患／160

2.4 心疾患／163

33 代代謝謝疾疾患患／164

3.1 肥満、メタボリックシンドローム／164

3.2 糖尿病／169

3.3 脂質異常症／172

3.4 食事療法の効果を得るために／175

3.5 食事療法に活用できるデータの掲載／175

44 骨骨・・関関節節疾疾患患／176

4.1 骨租鬆症、骨折／176

4.2 変形性関節症／178

4.3 ロコモティブシンドローム／179

55 感感染染症症／180

5.1 感染症の成立／180

5.2 主要な感染症／181

5.3 感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（感染症法)／185

5.4 検疫と予防接種、感染症対策／187

66 精精神神疾疾患患／190

6.1 精神疾患と精神障害／190

6.2 主要な精神疾患／190

6.3 精神保健対策／191

ix

ix

23-02-330_001_前付け.indd   923-02-330_001_前付け.indd   9 2023/03/20   17:53:392023/03/20   17:53:39



6.4 認知症／192

77 そそのの他他のの疾疾患患／193

7.1 慢性腎臓病（CKD)／193

7.2 呼吸器疾患／193

7.3 肝疾患／194

7.4 アレルギー疾患／195

88 自自殺殺、、不不慮慮のの事事故故、、虐虐待待、、暴暴力力／197

8.1 自殺／197

8.2 不慮の事故／198

8.3 虐待、暴力／198

章末問題／199

第第 77 章章 保保健健・・医医療療・・福福祉祉のの制制度度／205

11 社社会会保保障障のの概概念念／206

1.1 社会保障の定義と歴史／206

1.2 公衆衛生と社会保障／207

22 保保健健・・医医療療・・福福祉祉ににおおけけるる行行政政ののししくくみみ／208

2.1 国の役割と法律／208

2.2 衛生法規の定義とその内容／209

2.3 地方自治のしくみ：地方自治法／209

2.4 都道府県の役割／210

2.5 市町村の役割／210

2.6 他職種の役割と連携／211

33 医医療療制制度度／212

3.1 医療保険制度／212

3.2 医療施設と医療従事者／214

3.3 医療費／215

3.4 医療法と医療計画／218

3.5 保険者の役割とデータヘルス計画／219

44 福福祉祉制制度度／221

4.1 社会福祉制度の概要と関連法規／221

4.2 社会福祉／226

4.3 障害者福祉／227

4.4 在宅ケア・訪問看護／230

55 地地域域保保健健／232

5.1 地域保健活動の概要／232

5.2 地域保健法／233

5.3 保健所と従事者／233

5.4 市町村保健センターと従事者／235

5.5 地域における資源と連携／236

5.6 地域における健康危機管理；自然災害、感染症、食中毒／236

66 母母子子保保健健／237

6.1 母子保健の概要／237

6.2 母子保健法／237

6.3 母子健康手帳／239

6.4 乳幼児健康診査／240

6.5 新生児マススクリーニング／240

6.6 健やか親子 21／241

6.7 少子化対策／242

6.8 児童虐待防止／242

77 成成人人保保健健／243

7.1 生活習慣病の発症予防と重症化予防／243

7.2 特定健康診査・特定保健指導とその評価／243

7.3 高齢者の医療の確保に関する法律／247

88 高高齢齢者者保保健健・・介介護護／248

8.1 高齢者の定義と特徴／248

8.2 高齢者の介護／251

8.3 地域包括支援センター／255

99 産産業業保保健健／256

9.1 労働と健康／256

9.2 労働安全衛生法／256

9.3 労働安全衛生対策／258

9.4 生物学的モニタリング／259

9.5 産業保健従事者／260

9.6 職業と健康障害／261

x

x

23-02-330_001_前付け.indd   1023-02-330_001_前付け.indd   10 2023/03/20   17:53:392023/03/20   17:53:39



6.4 認知症／192

77 そそのの他他のの疾疾患患／193

7.1 慢性腎臓病（CKD)／193

7.2 呼吸器疾患／193

7.3 肝疾患／194

7.4 アレルギー疾患／195

88 自自殺殺、、不不慮慮のの事事故故、、虐虐待待、、暴暴力力／197

8.1 自殺／197

8.2 不慮の事故／198

8.3 虐待、暴力／198

章末問題／199

第第 77 章章 保保健健・・医医療療・・福福祉祉のの制制度度／205

11 社社会会保保障障のの概概念念／206

1.1 社会保障の定義と歴史／206

1.2 公衆衛生と社会保障／207

22 保保健健・・医医療療・・福福祉祉ににおおけけるる行行政政ののししくくみみ／208

2.1 国の役割と法律／208

2.2 衛生法規の定義とその内容／209

2.3 地方自治のしくみ：地方自治法／209

2.4 都道府県の役割／210

2.5 市町村の役割／210

2.6 他職種の役割と連携／211

33 医医療療制制度度／212

3.1 医療保険制度／212

3.2 医療施設と医療従事者／214

3.3 医療費／215

3.4 医療法と医療計画／218

3.5 保険者の役割とデータヘルス計画／219

44 福福祉祉制制度度／221

4.1 社会福祉制度の概要と関連法規／221

4.2 社会福祉／226

4.3 障害者福祉／227

4.4 在宅ケア・訪問看護／230

55 地地域域保保健健／232

5.1 地域保健活動の概要／232

5.2 地域保健法／233

5.3 保健所と従事者／233

5.4 市町村保健センターと従事者／235

5.5 地域における資源と連携／236

5.6 地域における健康危機管理；自然災害、感染症、食中毒／236

66 母母子子保保健健／237

6.1 母子保健の概要／237

6.2 母子保健法／237

6.3 母子健康手帳／239

6.4 乳幼児健康診査／240

6.5 新生児マススクリーニング／240

6.6 健やか親子 21／241

6.7 少子化対策／242

6.8 児童虐待防止／242

77 成成人人保保健健／243

7.1 生活習慣病の発症予防と重症化予防／243

7.2 特定健康診査・特定保健指導とその評価／243

7.3 高齢者の医療の確保に関する法律／247

88 高高齢齢者者保保健健・・介介護護／248

8.1 高齢者の定義と特徴／248

8.2 高齢者の介護／251

8.3 地域包括支援センター／255

99 産産業業保保健健／256

9.1 労働と健康／256

9.2 労働安全衛生法／256

9.3 労働安全衛生対策／258

9.4 生物学的モニタリング／259

9.5 産業保健従事者／260

9.6 職業と健康障害／261

xi

xi

23-02-330_001_前付け.indd   1123-02-330_001_前付け.indd   11 2023/03/20   17:53:402023/03/20   17:53:40



9.7 健康確保対策／263

9.8 労働災害／263

9.9 過重労働対策、メンタルヘルス対策、THP／265

9.10 その他の健康管理対策／265

1100 学学校校保保健健／266

10.1 学校保健とは／266

10.2 学校保健統計／267

10.3 保健統計調査結果の概要／268

10.4 学校保健安全法／271

10.5 栄養教諭／273

1111 国国際際保保健健／273

11.1 国際保健・地球規模の健康問題／273

11.2 わが国の国際協力／274

11.3 持続可能な開発目標（SDGs)／275

11.4 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC)／276

11.5 保健医療分野の国際機関／276

章末問題／278

参考資料／287

11 健健康康日日本本 2211（（第第二二次次））のの主主なな目目標標値値一一覧覧／288

22 公公害害関関係係基基準準表表／295

1 大気汚染に係る環境基準／295

2 有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る環境基準／295

3 騒音に係る環境基準について／296

4 水質汚染に係る環境基準／297

xii

xii」
23-02-330_001_前付け.indd   1223-02-330_001_前付け.indd   12 2023/03/20   17:53:402023/03/20   17:53:40



社社会会とと健健康康

11第 章

1 かくし
23-02-330_002_本文.indd   123-02-330_002_本文.indd   1 2023/03/25   9:19:392023/03/25   9:19:39



11 健健康康のの概概念念

日本人の平均寿命は、男性が 81.47 歳、女性が 87.57 歳（2021（令和 3）年）に

達した。新型コロナウイルスの影響で前年に比べて男性が 0.09 歳、女性が 0.14 歳

短くなったが、いずれも世界と比較的して男性が第 3位、女性が第 2位の長寿国で

ある。とくに近年、がんや心疾患、脳血管疾患などの死亡率の低下が、平均寿命の

延びた要因であるとされる。平均寿命だけからも分かるように、わが国は世界有数

の衛生立国であるといえよう。その一方で、わが国の自殺死亡数は、2万人を超え

た状態が恒常化し、特に若年者から青年期の死亡原因の 1位となっている。また、

超高齢社会に歯止めがかからず、合計特殊出生率は、1.30、人口の自然増減数の減

少も約 62 万 8 千人を超え、過去最大となった（2021(令和 3)年）。このような状況

で日本が真の衛生立国として評価され続けるためには、どのような施策をとってい

くことが必要なのであろうか。多くの日本人は、さまざまな国の施策（健康日本 21

第二次等）によって健康を意識する生活スタイルへと変化してきている。公衆衛生

の目的は、まさに人々の健康を保持・増進させることである。

健康とは何か、どこからが不健康なのか。はっきりと区切ることができるもので

はない。また、健康の概念は、時代や環境、国策によって影響を受ける。図図 11..11は、

健康の概念を示したものである。

11..11 健健康康のの定定義義

社会・環境と健康では、公衆衛生学の領域を学ぶ。公衆衛生は個人ではなく、集

団の健康を対象としており、日本国憲法第 25 条に示された「すべての国民は健康で

図図11..11 健康の概念

完全な健康

健康

病弱・未病

病気・死亡

文化的な最低限度の生活を営む権利（生存権）」及び 2項の「すべての生活部面につ

いて、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」

に基づいている。

健康の定義については、世界保健機関（WHO）設立以前の 1946 年に WHO 憲章前文

で示されており、健康を「病気でない」という状態だけで捉えるのではなく、「完全

に良好な状態」として積極的かつ精神的、社会的な健康も加味した健康観で示して

いる。WHO による健康の定義では「健康とは、身体的、精神的及び社会的に完全に

良好な状態であり、単に疾病又は病弱の存在しないことではない。（Health is a

state of complete physical, mental and social well-being and not merely the

absence of disease or infirmity.）」としている。また、これからの健康観では、

疾病や障害とうまくバランスをとりながら、生活の質（Quality of Life；QOL）を

維持する考え方も許容される社会へと変化してきている。

例題 1 健康の定義について、提唱されたのはどれか。1つ選べ。

1. 国連憲章

2. オタワ憲章

3. WHO 憲章前文

4. バンコク憲章

5. アルマ・アタ宣言

解説 1. 国連憲章は、国際連合（UN）の設立条約である。 2. 4. オタワ憲章とバ

ンコク憲章では、へルスプロモーションを提唱した。 5. アルマ・アタ宣言ではプ

ライマリヘルスケアを提唱した。これらの詳細については（1.2 項 公衆衛生の概

念）に後述する。 解答 3

11..22 健健康康づづくくりりとと健健康康管管理理

わが国では、日本国憲法に基づいて私たちの生存権を保障している。また、これ

を履行するためにさまざまな法律や施策、予算が費やされている。これらは、すべ

て健康で文化的な生活を営むうえで必要なことである。一方、健康の捉え方は、社

会の発展とともに変化してきた。かつて健康は、疾病の治療や治癒の先にある概念

であった。しかし、医学の進歩によって疾病の予防や寿命の延長が可能となり、さ

らに寿命を伸ばすことが目的ではなく、QOL を求めるようになってきた。さらに、

なぜ健康でいられるのか、どうすれば健康でいることができるのかという健康生成
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11 健健康康のの概概念念

日本人の平均寿命は、男性が 81.47 歳、女性が 87.57 歳（2021（令和 3）年）に

達した。新型コロナウイルスの影響で前年に比べて男性が 0.09 歳、女性が 0.14 歳

短くなったが、いずれも世界と比較的して男性が第 3位、女性が第 2位の長寿国で

ある。とくに近年、がんや心疾患、脳血管疾患などの死亡率の低下が、平均寿命の

延びた要因であるとされる。平均寿命だけからも分かるように、わが国は世界有数

の衛生立国であるといえよう。その一方で、わが国の自殺死亡数は、2万人を超え

た状態が恒常化し、特に若年者から青年期の死亡原因の 1位となっている。また、

超高齢社会に歯止めがかからず、合計特殊出生率は、1.30、人口の自然増減数の減

少も約 62 万 8 千人を超え、過去最大となった（2021(令和 3)年）。このような状況

で日本が真の衛生立国として評価され続けるためには、どのような施策をとってい

くことが必要なのであろうか。多くの日本人は、さまざまな国の施策（健康日本 21

第二次等）によって健康を意識する生活スタイルへと変化してきている。公衆衛生
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11..11 健健康康のの定定義義

社会・環境と健康では、公衆衛生学の領域を学ぶ。公衆衛生は個人ではなく、集
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図図11..11 健康の概念
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例題 1 健康の定義について、提唱されたのはどれか。1つ選べ。

1. 国連憲章

2. オタワ憲章

3. WHO 憲章前文

4. バンコク憲章

5. アルマ・アタ宣言

解説 1. 国連憲章は、国際連合（UN）の設立条約である。 2. 4. オタワ憲章とバ

ンコク憲章では、へルスプロモーションを提唱した。 5. アルマ・アタ宣言ではプ

ライマリヘルスケアを提唱した。これらの詳細については（1.2 項 公衆衛生の概
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て健康で文化的な生活を営むうえで必要なことである。一方、健康の捉え方は、社

会の発展とともに変化してきた。かつて健康は、疾病の治療や治癒の先にある概念

であった。しかし、医学の進歩によって疾病の予防や寿命の延長が可能となり、さ

らに寿命を伸ばすことが目的ではなく、QOL を求めるようになってきた。さらに、

なぜ健康でいられるのか、どうすれば健康でいることができるのかという健康生成
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論も発展してきている。

疾病は、予防医学の概念から図図 11..22に示すように疾病前段階（感受性期）、疾病段

階（前期）、疾病段階（後期）に分けられ、その予防手段として健康保持・増進、早

期発見・早期治療、機能障害防止・リハビリテーションが提唱された。これらの概

念を一次予防・二次予防・三次予防とよぶ（詳細は 2.3 を参照）。

22 公公衆衆衛衛生生のの概概念念

22..11 公公衆衆衛衛生生のの定定義義

第二次世界大戦前、アメリカの公衆衛生学者である Winslow（1877-1957）は、現

在に続く公衆衛生の基礎をつくった。Winslow による公衆衛生の定義では、「公衆衛

生とは組織的な地域社会の努力によって疾病を予防し、寿命の延伸を測り、身体的

および精神的健康と能力を増進するための技術と科学である」とし、現在でも広く

受け入れられている。具体的には、それまで公衆衛生の中心とされた環境衛生のほ

かに感染症の予防、母子保健、学校保健、精神保健、栄養改善、疾病の早期発見や

治療のための医療保健サービスの組織化、衛生教育や健康を維持するための社会制

度の構築や改善などである。公衆衛生は、病気の治療を目的とするものではない。

病気の人のみならず、健康な人を含めた集団を対象に健康生成や予防活動を提供し、

地域社会における活動として実践される学問である。その領域は医療統計学、疫学、

保健施策、医療管理学、保健衛生学、医療社会学、産業保健学、環境保健学など多

岐にわたる。

図図 11..22 疾病の自然史と予防医学の概念
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22..22 公公衆衆衛衛生生のの目目標標

公衆衛生は、個々の健康を優先するのではなく、社会全体として健康向上を目指

す学問である。病気を見つけ出すことや予防のための衛生教育のみならず、社会全

体の保健福祉に関するシステムの構築も含めて発展してきた。公衆衛生が目指す目

標とは、社会的な存在である個人と集団としての健康について、適度な運動、十分

な休養、バランスのよい栄養を柱とする健康保持・増進を推進し、疾病の予防、生

命の延長および健康寿命の延伸に必要な生活環境、社会福祉、医療体制を構築する

ことである。

22..33 公公衆衆衛衛生生とと予予防防医医学学：：一一次次・・二二次次・・三三次次予予防防

公衆衛生の基本は、健康保持・増進である。これを一次予防とよんでいる。一次

予防は健康な段階で行う疾病予防活動であり、健康増進活動と特異的一次予防活動

に分けられる。健康増進活動には、健康教育や栄養教育、衛生教育、適切な栄養摂

取や生活環境の確保、快適かつ健康的な労働条件の提供などがある。具体的には、

乳幼児健診や学校健診、一般健診などの他、減塩指導、禁煙教育、転倒予防、食習

慣などの栄養改善、労働環境の改善、企業における THP 活動、労働衛生での 3管理

(作業管理、作業環境管理、健康管理）などがある。また、特異的一次予防活動とし

て予防接種、感染流行地への移動制限、性感染症予防のためのコンドーム使用など

がある。

二次予防は、早期発見・早期治療を目的とする。具体的には新生児マススクリー

ニング、人間ドック、特定健診・特定保健指導、職域での特殊検診、地域保健での

がん検診などがある。

三次予防は疾病による後遺症予防や再発防止など機能障害防止を目的とする。具

体的にはリハビリテーションなどの機能回復訓練、精神科デイケア、介護施設の整

備、職場復帰後の適正配置などがある。

例題 2 公衆衛生活動における一次予防である。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. ドライクリーニング工場で働く労働者の特殊検診

2. 給食事業の就業者に対する健康診断での検便

3. 50 歳の専業主婦が受ける特定健診

4. 療養中の脳血管疾患の患者に対する歩行訓練

5. 新生児に実施する新生児マススクリーニング
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論も発展してきている。

疾病は、予防医学の概念から図図 11..22に示すように疾病前段階（感受性期）、疾病段

階（前期）、疾病段階（後期）に分けられ、その予防手段として健康保持・増進、早

期発見・早期治療、機能障害防止・リハビリテーションが提唱された。これらの概

念を一次予防・二次予防・三次予防とよぶ（詳細は 2.3 を参照）。

22 公公衆衆衛衛生生のの概概念念

22..11 公公衆衆衛衛生生のの定定義義

第二次世界大戦前、アメリカの公衆衛生学者である Winslow（1877-1957）は、現
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生とは組織的な地域社会の努力によって疾病を予防し、寿命の延伸を測り、身体的

および精神的健康と能力を増進するための技術と科学である」とし、現在でも広く

受け入れられている。具体的には、それまで公衆衛生の中心とされた環境衛生のほ

かに感染症の予防、母子保健、学校保健、精神保健、栄養改善、疾病の早期発見や

治療のための医療保健サービスの組織化、衛生教育や健康を維持するための社会制

度の構築や改善などである。公衆衛生は、病気の治療を目的とするものではない。

病気の人のみならず、健康な人を含めた集団を対象に健康生成や予防活動を提供し、

地域社会における活動として実践される学問である。その領域は医療統計学、疫学、

保健施策、医療管理学、保健衛生学、医療社会学、産業保健学、環境保健学など多

岐にわたる。
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公衆衛生の基本は、健康保持・増進である。これを一次予防とよんでいる。一次

予防は健康な段階で行う疾病予防活動であり、健康増進活動と特異的一次予防活動
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て予防接種、感染流行地への移動制限、性感染症予防のためのコンドーム使用など

がある。

二次予防は、早期発見・早期治療を目的とする。具体的には新生児マススクリー

ニング、人間ドック、特定健診・特定保健指導、職域での特殊検診、地域保健での

がん検診などがある。

三次予防は疾病による後遺症予防や再発防止など機能障害防止を目的とする。具

体的にはリハビリテーションなどの機能回復訓練、精神科デイケア、介護施設の整

備、職場復帰後の適正配置などがある。

例題 2 公衆衛生活動における一次予防である。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. ドライクリーニング工場で働く労働者の特殊検診

2. 給食事業の就業者に対する健康診断での検便

3. 50 歳の専業主婦が受ける特定健診

4. 療養中の脳血管疾患の患者に対する歩行訓練
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解説 一次予防は健康保持増進活動である。給食事業者に実施する検便は、年に 1

度行われる一般健診の中で検査する。一般健診は労働安全衛生法に基づく健康保持

増進を目的に実施することが事業者に義務づけられている。 1. 特殊検診は職業病

の早期発見、早期治療を目的とする二次予防。 3. 特定健診は、生活習慣病の早期

発見を目的とする二次予防。 4. リハビリテーションは三次予防。 5. 先天性代

謝異常症の早期発見、早期治療を目的とした二次予防。 解答 2

22..44 ププラライイママリリヘヘルルススケケアア

プライマリヘルスケア（PHC）とは、1978 年のアルマ・アタ宣言に基づく「2000

年までにすべての人に健康を」という基本戦略で提唱された。これは、人間の基本

的な権利である健康において格差や不平等が容認されるべきではないという基本精

神に基づいている。プライマリヘルスケアの概念として、専門家による一方的な保

健医療の押し付けでなく、地域社会を主体に自ら保健サービスに参画するもので、

実用的、科学的、社会的に受け入れられる健康状態を得ることを目的とする。

WHO が提唱するプライマリヘルスケア（PHC）の活動内容を図図 11..33に示す。

22..55 ヘヘルルススププロロモモーーシショョンン

WHO 憲章前文にある健康の定義で掲げたように、我々がめざす健康とは、身体的、

精神的そして社会的に完全に良好な状態である。WHO は、1986（昭和 61）年の「オ

タワ憲章」において新たな健康観に基づいたヘルスプロモーションを提唱し、「自ら

の健康を改善する能力を高めること」を定義とした。また、その後のバンコク憲章

では加えて「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし、改善することが

できるようにするプロセスである」とした。ヘルスプロモーションを理解するため、

1. 健康問題とその予防・対策に関する衛生教育

2. 食糧供給と適正な栄養摂取の推進

3. 安全な水の供給と基本的な環境衛生

4. 家族計画を含む母子保健サービス

5. 主要な感染症に対する予防接種

6. 風土病の予防と対策

7. 一般的な疾病と傷害の適切な処置

8. 必須医薬品の準備・供給

図図 11..33 プライマリヘルスケア（PHC）の活動内容

その理念と活動を健康の坂道として図示される。図図 11..44は、それを具体化したもの

で、めざすべき QOL の向上には険しい坂道が待ち受けているがその坂道を 1人で克

服するのではなく、住民参画やヘルスサービス事業、専門職による知識や技術など、

自助・共助・公助によるヘルスプロモーション活動の普及が進み、健康への道のり

も緩やかになってきている。
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2005（平成 17）年の第 6回ヘルスプロモーション国際会議において、ヘルスプロ

モーションのための 3つの戦略（図図 11..66）および 5つの活動分野（図図 11..77）に関する

バンコク憲章を採択した。

例題 3 プライマリヘルスケアについてである。最も適切なのはどれか。1つ選べ。

1. ADL や QOL の向上、社会復帰を目的とした公衆衛生の予防活動である。

2. 人々が自らの健康をコントロール、改善することができるプロセスである。

3. 労働者に対する「心とからだの健康づくり運動」のことである。

4. リスクの高い個人を対象にリスクの軽減を図ることである。

5.「すべての人に健康を」を基本理念とする。

解説 プライマリヘルスケアは地域が主体となって自らの保健サービスを運営する

ものである。 1. 公衆衛生活動の三次予防のこと。 2. ヘルスプロモーションの

こと。 3. 労働者の健康保持増進政策をトータル・ヘルス・プロポーション・プラ

ン（THP）という。 4. ハイリスクアプローチのこと。 解答 5

22..66 公公衆衆衛衛生生活活動動のの進進めめ方方

((11)) 公公衆衆衛衛生生ととママネネジジメメンントトササイイククルル

公衆衛生活動の課題は、個人のみならず、地域や集団が関与する栄養、保健、福

祉、医療などさまざまな分野にわたる。公衆衛生活動を適切かつ迅速に提供するに

1. 能力の付与：人々の主体性が発揮されるように個人の能力を高めること

2. 唱 道：政治、経済、文化、環境を含めた健康のための条件を整え

ていくこと

3. 調 停：保健分野のみならず社会のあらゆる分野が協力・共同し、

活動や関心を調整すること

1. 健康的な公共政策づくり： 公共の場所での禁煙活動など

2. 健康を支援する環境づくり： ウォーキングできる歩道整備など

3. 地域活動の強化： 地域住民への健康教育など

4. 個人技術の開発： 家庭で利用できる医療機器の開発など

5. ヘルスサービスの方向転換： 二次予防から一次予防へ

図図 11..66 ヘルスプロモーションのための 3つの戦略

図図 11..77 ヘルスプロモーションのための 5つの活動分野

は、個人から形成される集団における公衆衛生上の諸問題を明確に示す必要がある。

改善すべき問題の到達目標を設定し、それを実行して事後評価を行い、さらに次に

進むための課題や解決策を掲げる必要がある。Plan（計画)－Do（実行)－Check（評

価)－Action（改善）といういわゆる PDCA サイクルとよばれるマネジメントサイク

ルを行う。

例として図図 11..88には、保健事業（健診・保健指導）の PDCA サイクルを示す。

評価にはプリシード－プロシードモデルが活用される。これは、世界的に活用さ

れているヘルスプロモーションや保健活動のプログラム企画・評価モデルである。

❖プリシード（PRECEDE）として 5段階：

1.社会診断 2.疫学診断 3.行動･環境診断 4.教育･組織診断 5.行政･政策診断

図図 11..88 保健事業（健診・保健指導）における PDCA サイクル

出典）厚生労働省健康局「標準的な健診・保健指導プログラム（改訂版）」

・
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❖プロシード（PROCEDE）として 4段階：

6.実行 7.プロセス評価 8.影響評価 9.結果評価

プリシード－プロシードモデルでは、評価を設定したうえで以上のプログラム企

画および評価へと続くため、実際にはこれらのデザインを組むことから始まる。プ

リシード－プロシードモデルは診断から実施、評価という手順で進むが、特にプロ

セス評価と結果評価は、具体的な生活習慣や疾病予防などで活用されている。

((22)) 公公衆衆衛衛生生ととリリススククアアナナリリシシスス

危険な状況が起こる可能性を情報確認・管理・交換するなどして分析し、判断す

ることをリスクアナリシス（危機分析）という。リスクアナリシスは、科学的側面

からアプローチするリスクアセスメント、行政が管理を行うリスクマネジメント、

関係するすべての人達の間でのリスクに関する情報や意見の相互交換をするリスク

コミュニケーションからなる。

具体例としては、「食品安全管理におけるリスクアナリシスの導入」などがある。

((33)) 公公衆衆衛衛生生とと地地域域診診断断

地域診断とは、「対象となる地域の客観的指標やきめ細かい観察からその地域の問

題や特徴を把握すること」である。地域診断などの際に役に立つフレームワークに

は、前述のプリシード・プロシードモデルやドナベディアンモデルがある。ドナベ

ディアンモデルは医療の安全や医療の質について考えるときに用いられるモデルで、

公衆衛生マネジメント全般について用いられる汎用性が高いフレｰムワークであり、

Structure（構造）、Process（課程）、Outcome（結果）に分けて考えるモデルである。

Structure（構造）では、人・物・金の状態がどうなっているか。Process（課程）

では、どのように運用されているか。Outcome（結果）ではどうなったかを考える。

厚生労働省の医療計画は、このモデルをベースに考えられている。

22..77 予予防防医医学学ののアアププロローーチチ

((11)) ハハイイリリススククアアププロローーチチととポポピピュュレレーーシショョンンアアププロローーチチ

公衆衛生における疾病予防活動には、集団全体に働きかけるポピュレーションア

プローチと高いリスクをもっている個人に働きかけるハイリスクアプローチがある。

健康日本 21（第二次)（21 世紀における国民健康づくり運動）でもポピュレーショ

ンアプローチとハイリスクアプローチを組み合わせた対策を推奨している。ポピュ

レーションアプローチは低リスクの集団に対する一次予防としての活動であり、集

団全体への効果や経済性が高い一方で費用対効果が低く、また個人での効果は限定

され、低いモチベーションなどの欠点があげられる。具体的には地域の栄養教室や

禁煙ポスターの掲示、たばこパッケージの警告表示などである。ハイリスクアプロ

ーチは、高いリスクをもつ個人を対象とした二次予防としての活動であり、個人へ

の高い効果が期待され、費用対効果も優れている一方、成果が一時的・限定的なこ

とや全体の健康増進につながらないこと、費用もポピュレーションアプローチより

高額になることが欠点である。具体的には、特定保健指導や禁煙外来などがある。

((22)) リリススククパパララドドッッククスス

リスクがあるという認知度が高いにもかかわらず、そのリスクに対する防護行動

を取らないなどの行為をリスクパラドックスという。リスクがあるということを認

知させるだけでは、行動を促すことは難しい。防護意図や防護行動の促進、阻害要

因を抽出しても、その要因が防護意図や防護行動に与える影響や結果が異なるから

である。具体例として東日本大震災直後の原発事故での情報と行動、食品の健康リ

スクに関する情報と消費者心理などがあげられる。

33 社社会会活活動動のの公公正正とと健健康康格格差差のの是是正正

33..11 社社会会的的公公正正のの概概念念

社会的公正とは、人間の権利を守り不公平をなくすという意味で、公平な社会を

構築する政策のことをさす。平等と公平は異なり、平等はすべての対象者が均等に

分配され、等しく享受することであるが、公平はルールの下ですべての多様なコミ

ュニティーや対象者が納得できるものを享受することである。ただし、法に基づく

平等については社会的公正に含まれる。社会的公正を保つには、社会正義といわれ

る社会の常識から考えて正しいとされる道理が理解される必要がある。代表的な社

会的公正として所得税の累進課税がある。所得が多いものほど課税比率が上昇する

制度であり、収める税金の金額は平等ではない。しかし、必要な税収を平等の税比

率分徴収した場合、手元に残る絶対的な金額は、低所得者にとって厳しく、社会的

公正を欠いてしまう。

社会的公正はヒトの健康にも影響を及ぼす。経済的な格差は健康格差を引き起こ

すため、社会的公正を担保することが健康格差を抑制するうえで重要となる。

33..22 健健康康のの社社会会的的決決定定要要因因、、健健康康格格差差

1998（平成 10）年に WHO ヨーロッパ事務局が発表した「The solid Facts：Social

determinants of health （根拠のある事実：健康の社会的決定要因）」という報告

書に社会的決定要因の重要性が示された。また、The Solid Facts (2003) identifies
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10 social determinants of health では、社会的公正を担保するための決定要因と

して、以下の 10 項目が示された（表表 11..11）。

1. 社会的格差 社会地位が低いほど平均余命は短い。疾病の罹患も多い。

2. ストレス 精神的な不安が増加する。気力が失われる。

3. 生い立ち（幼少期） 幼少期の発達や教育が及ぼす健康影響は生涯続く。

4. 社会的排除 貧困や社会的排除、差別は生命に影響する

5. 労働
職場のストレスは疾病リスクを上げる。ワークライフバランスの

とれることが重要である。

6. 失業 安定した雇用が健康や福祉、仕事の満足度を向上させる。

7. 社会的支援 社会との良好なつながりが健康を推進する。

8. 薬物依存（中毒）
薬物、飲酒や喫煙習慣は個人の健康に影響を与え、さまざまな社

会環境にも影響する。

9. 食品
食品安全保障における健康的な食品の確保は、政治的な問題であ

る。

10.交通 公共交通機関の整備が健康的な社会をもたらす。

上記の WHO の報告書には以下の内容が記されている。

教育水準の低下は、所得の低下を招き、良好な住居や健康的な食品の取得を阻み、

医療へのアクセスを制限する。その結果としての平均余命の短縮に関連する。健康

と病気は、私たちの環境と私たちの生活の状況に大きく影響する。

ヒトの健康と社会的決定要因の分野では、さまざまな要因が健康に影響を与える。

例としてヒトは人生の平均 3分の 1を仕事に費やしており、多くは雇用からアイデ

ンティティを引き出している。不安定な低賃金の仕事は、健康的な食品を食べ、医

療サービスにアクセスする可能性を低下させるだけでなく、依存症につながり、人々

の寿命を縮める可能性のあるストレスレベルを高める。同様に、安定した財政とよ

い仕事をもち、ストレスのレベルが低く、強力な社会的支援を経験しているヒトは、

より長く健康的な生活を送ることができる。

((11)) ヘヘルルススリリテテララシシーー

健康に関するさまざまな情報を探索し、正しい情報を取捨選択してそれを実践す

る能力をヘルスリテラシーとよぶ。Healthy People 2010（Centers for Disease

Control and Prevention：CDC）に掲げられたヘルスリテラシーの定義によれば、正

しい健康情報を入手し、理解・評価し、活用するための知識や意欲、能力のことで

表表 11..11 保健事業（健診・保健指導）における PDCA サイクル

あり、それによって、日常生活におけるプライマリヘルスケアや疾病予防、ヘルス

プロモーションから判断したり、意思決定をしたり、生涯を通じて生活の質を維持・

向上させることができるようにする能力と記されている。また、学校教育における

ヘルスリテラシー向上への取り組みとして中学校学習要領第 7章「保健・体育」に

は、以下の項目が記載されている。

1. 個人生活における健康・安全に関する理解を通して、生涯を通じて自らの健康

を適切に管理し、改善していく資質や能力を育てる。

2. 健康な生活と疾病の予防について理解を深めることができるようにする。

3. 健康の保持増進や疾病の予防には、保健・医療機関を有効に利用することがあ

ること、また、医薬品は正しく使用すること。

((22)) 健健康康格格差差

これまでの健康教育では、例えば喫煙など不適切な生活習慣が疾病につながるこ

とをリスクとして示し、本人へのアプローチから自らの行動変容を促すことを目的

としていた。つまり、個々の健康は自助努力によって成し遂げられるということが

前提であった。しかし、現在は多様な社会概念が進み、人々の考え方もさまざまと

なって従来の健康教育では健康格差が広がっていくことが大きな懸念材料である。

新たな健康づくりのための施策が必必要とされる。

章章末末問問題題

1 公衆衛生活動と PDCA サイクルの組合せである。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. 地域の高齢者に転倒予防教室を開催する ─ Plan

2. 中間評価を実施する ────────── Do

3. 運動しやすい生活環境を整備する ──── Do

4. 最終評価を次期計画へ反映させる ──── Check

5. 数値目標を設定する ────────── Act (30 回国家試験改変）

解説 PDCA サイクルとは、Plan(計画)、Do(実行)、Check（評価）、Act（改善）を順次進め、その活動を

向上させる手法である。公衆衛生活動において PDCA サイクルを活用した取り組みが行われている。

1. は転倒予防教室を開催するので Do（実行）である。 2. は中間評価の実施であるから Check（評価）

である。 4. は最終評価で得た内容を反映させるので Act(改善)である。 5. は数値目標を設定するの

で Plan（計画）である。 解答 3
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2 国内外の公衆衛生・予防医学の歴史上の出来事である。正しいのはどれか。2つ選べ。

1. ジョン・スノ―による実地調査が、コレラの蔓延を抑えるきっかけとなった。

2. 近代公衆衛生は、産業革命下の英国で始まった。

3. ヘルスプロモーションの概念は、アルマ・アタ宣言により世界的に広まった。

4. わが国の保健所は、第二次世界大戦後に設置された。

5. わが国の母子健康手帳の交付は、少子化対策の一環として導入された。 (31 回国家試験改変)

解説 ジョン・スノーは疫学の父とよばれ、1854 年に発生したロンドンのコレラ大流行で井戸とコレラ

感染の疫学調査を行い、コレラのまん延を抑制させた。また、近代における公衆衛生の発展は、歴史的

にはイギリス産業革命と資本主義の成立を契機としている。 3. ヘルスプロモーションは、オタワ憲章

において提唱した新しい健康観に基づいた 21 世紀の健康戦略である。 4. 保健所は、第二次世界大戦

前の 1937（昭和 12）年に保健所法が制定され、翌年 4月から設置された。 5. 母子健康手帳の交付は、

1942（昭和 17）年の妊産婦手帳に始まり、1948（昭和 23）年に母子手帳、1965（昭和 40）年に施行した

母子保健法に基づいて母子健康手帳として交付されている。妊産婦および乳幼児の健康管理の記録とし

て交付されている。 解答 1、2

3 減塩に関する活動と、関連する概念の組み合わせである。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. 地域住民を対象とした減塩教室の実施 ──── PDCA サイクルの C（Check）

2. 高血圧症患者に対する減塩の食事療法 ─── ポピュレーションアプローチ

3. 一般家庭への減塩食品の普及 ───────── ハイリスクアプローチ

4. マスメディアを用いた減塩キャンペーン ──────── ー次予防

5. 減塩指導の高血圧予防効果に関するメタアナリシス ── インフォームド・コンセント

(32 回国家試験)

解説 1. PDCA サイクルとは、Plan(計画)、Do(実行)、Check（評価）、Act（改善）を順次進め、その活

動を向上させる手法である。地域住民を対象とした減塩教室の実施は、Do(実行)である。 2. 高血圧症

患者に対する減塩の食事療法はリスクのある個人に対する取り組みであり、ハイリスクアプローチであ

る。 3. 一般家庭への減塩食品の普及は、不特定多数の一般を対象者とした健康増進活動であり、ポピ

ュレーションアプローチである。 4. マスメディアを用いた減塩キャンペーンは健康保持・増進活動で

あり、一次予防である。 5. 減塩指導の高血圧予防効果に関するメタアナリシスは、多角的な研究を分

析することであり、直接減塩指導を対象者へ行う研究ではないため、インフォームドコンセントは関係

ない。 解答 4

4 国内外の公衆衛生・予防医学に関する記述である。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. ジョン・スノウは、結核の流行様式を解明した。

2. プライマリヘルスケアは、アルマ・アタ宣言で示された。

3. ヘルスプロモーションは、ウインスローにより提唱された。

4. わが国の国民皆保険は、第二次世界大戦前に確立された。

5. わが国の保健所の数は、近年増加している。 (33 回国家試験改変)

解説 1. ジョン・スノウは、コレラ感染の疫学研究を行い、疫学の父とよばれている。 2. プライマリ

ヘルスケアは、「すべての人に健康を」を基本理念としてアルマ・アタ宣言で提唱された。 3. ヘルスプ

ロモーションは「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし、改善することができるようにす

るプロセス」としてオタワ宣言で提唱された。ウインスローは、公衆衛生の定義示した。 4. 国民皆保

険は第二次世界大戦後に確立した。 5. わが国の保健所は近年ほぼ、一定である。 解答 2

5 健康日本 21（第二次）における健康寿命に関する記述である。誤っているのはどれか。1つ選べ。

1. ｢日常生活に制限のない期間｣をさす。

2. 健康寿命の上昇分を上回る平均寿命の上昇を目標としている。

3. 健康寿命は、女性の方が男性よりも長い。

4. 都道府県格差の縮小を目標としている。

5. 社会環境の整備によって、地域格差が縮小される。 (34 回国家試験改変)

解説 健康日本 21（第二次）では健康寿命の延伸を実現することを目指している。健康寿命とは、日常

的・継続的に医療や介護に依存せずに自分自身で生活を維持し、自立した生活ができる生存期間のこと

をいう。健康寿命と平均寿命の差をなくすことが目標である。健康寿命は 2019（令和元）年において男

性が 81.41 歳、女性は 87.45 歳である。平均寿命との差は、男性が約 9年、女性が約 12 年である。地域

格差の解消を目指しており、社会環境の整備によって地域格差は縮小する。 解答 2

6 健康の「生物心理社会モデル」に関する記述である。誤っているのはどれか。1つ選べ。

1. 生物医学的側面を考慮する。

2. 疾病の原因の解明を含む。

3. 対象者のニーズに応える。

4. 疾病を単一要因により説明する。

5. 栄養ケア・マネジメントの基礎となる概念である。 (35 回国家試験)

解説 健康の「生物心理社会モデル」とは、1997(平成 9)年にジョージ・エンゲルが提唱した。人間を生

物的側面、心理的側面、社会的側面から捉えようとする枠組みである。これら 3つは互いに影響してい

る。1.2.は生物的側面であり、3.は社会的側面である。 5.は 3 つの側面から捉える概念である。解答 4

7 減塩教室における PDCA サイクルのうち、A（Act）に該当するものである。最も適当なのはどれか。

1つ選べ。

1. アンケートにより参加者の満足度の集計を行った。

2. 参加する対象者の選定を行った。

3. 評価項目を定めた。

4. 参加者の要望を受けて新たなプログラムを検討した。

5. 開催中にスタッフによる指導内容を記録した。 (36 回国家試験)

解説 PDCA サイクルとは、Plan(計画)、Do(実行)、Check（評価）、Act（改善）を順次進め、その活動を

向上させる手法である。 1. は Do（実行）である。 2. は Plan（計画）である。 3. は Plan（計画)

である。 4. は Act（改善）である。5. は Do（実行）である。 解答 4

第１章　社会と健康 � �  3　社会活動の公正と健康格差の是正
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2 国内外の公衆衛生・予防医学の歴史上の出来事である。正しいのはどれか。2つ選べ。

1. ジョン・スノ―による実地調査が、コレラの蔓延を抑えるきっかけとなった。

2. 近代公衆衛生は、産業革命下の英国で始まった。

3. ヘルスプロモーションの概念は、アルマ・アタ宣言により世界的に広まった。

4. わが国の保健所は、第二次世界大戦後に設置された。

5. わが国の母子健康手帳の交付は、少子化対策の一環として導入された。 (31 回国家試験改変)

解説 ジョン・スノーは疫学の父とよばれ、1854 年に発生したロンドンのコレラ大流行で井戸とコレラ

感染の疫学調査を行い、コレラのまん延を抑制させた。また、近代における公衆衛生の発展は、歴史的

にはイギリス産業革命と資本主義の成立を契機としている。 3. ヘルスプロモーションは、オタワ憲章

において提唱した新しい健康観に基づいた 21 世紀の健康戦略である。 4. 保健所は、第二次世界大戦

前の 1937（昭和 12）年に保健所法が制定され、翌年 4月から設置された。 5. 母子健康手帳の交付は、

1942（昭和 17）年の妊産婦手帳に始まり、1948（昭和 23）年に母子手帳、1965（昭和 40）年に施行した

母子保健法に基づいて母子健康手帳として交付されている。妊産婦および乳幼児の健康管理の記録とし

て交付されている。 解答 1、2

3 減塩に関する活動と、関連する概念の組み合わせである。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. 地域住民を対象とした減塩教室の実施 ──── PDCA サイクルの C（Check）

2. 高血圧症患者に対する減塩の食事療法 ─── ポピュレーションアプローチ

3. 一般家庭への減塩食品の普及 ───────── ハイリスクアプローチ

4. マスメディアを用いた減塩キャンペーン ──────── ー次予防

5. 減塩指導の高血圧予防効果に関するメタアナリシス ── インフォームド・コンセント

(32 回国家試験)

解説 1. PDCA サイクルとは、Plan(計画)、Do(実行)、Check（評価）、Act（改善）を順次進め、その活

動を向上させる手法である。地域住民を対象とした減塩教室の実施は、Do(実行)である。 2. 高血圧症

患者に対する減塩の食事療法はリスクのある個人に対する取り組みであり、ハイリスクアプローチであ

る。 3. 一般家庭への減塩食品の普及は、不特定多数の一般を対象者とした健康増進活動であり、ポピ

ュレーションアプローチである。 4. マスメディアを用いた減塩キャンペーンは健康保持・増進活動で

あり、一次予防である。 5. 減塩指導の高血圧予防効果に関するメタアナリシスは、多角的な研究を分

析することであり、直接減塩指導を対象者へ行う研究ではないため、インフォームドコンセントは関係

ない。 解答 4

4 国内外の公衆衛生・予防医学に関する記述である。正しいのはどれか。1つ選べ。

1. ジョン・スノウは、結核の流行様式を解明した。

2. プライマリヘルスケアは、アルマ・アタ宣言で示された。

3. ヘルスプロモーションは、ウインスローにより提唱された。

4. わが国の国民皆保険は、第二次世界大戦前に確立された。

5. わが国の保健所の数は、近年増加している。 (33 回国家試験改変)

解説 1. ジョン・スノウは、コレラ感染の疫学研究を行い、疫学の父とよばれている。 2. プライマリ

ヘルスケアは、「すべての人に健康を」を基本理念としてアルマ・アタ宣言で提唱された。 3. ヘルスプ

ロモーションは「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし、改善することができるようにす

るプロセス」としてオタワ宣言で提唱された。ウインスローは、公衆衛生の定義示した。 4. 国民皆保

険は第二次世界大戦後に確立した。 5. わが国の保健所は近年ほぼ、一定である。 解答 2

5 健康日本 21（第二次）における健康寿命に関する記述である。誤っているのはどれか。1つ選べ。

1. ｢日常生活に制限のない期間｣をさす。

2. 健康寿命の上昇分を上回る平均寿命の上昇を目標としている。

3. 健康寿命は、女性の方が男性よりも長い。

4. 都道府県格差の縮小を目標としている。

5. 社会環境の整備によって、地域格差が縮小される。 (34 回国家試験改変)

解説 健康日本 21（第二次）では健康寿命の延伸を実現することを目指している。健康寿命とは、日常

的・継続的に医療や介護に依存せずに自分自身で生活を維持し、自立した生活ができる生存期間のこと

をいう。健康寿命と平均寿命の差をなくすことが目標である。健康寿命は 2019（令和元）年において男

性が 81.41 歳、女性は 87.45 歳である。平均寿命との差は、男性が約 9年、女性が約 12 年である。地域

格差の解消を目指しており、社会環境の整備によって地域格差は縮小する。 解答 2

6 健康の「生物心理社会モデル」に関する記述である。誤っているのはどれか。1つ選べ。

1. 生物医学的側面を考慮する。

2. 疾病の原因の解明を含む。

3. 対象者のニーズに応える。

4. 疾病を単一要因により説明する。

5. 栄養ケア・マネジメントの基礎となる概念である。 (35 回国家試験)

解説 健康の「生物心理社会モデル」とは、1997(平成 9)年にジョージ・エンゲルが提唱した。人間を生

物的側面、心理的側面、社会的側面から捉えようとする枠組みである。これら 3つは互いに影響してい

る。1.2.は生物的側面であり、3.は社会的側面である。 5.は 3 つの側面から捉える概念である。解答 4

7 減塩教室における PDCA サイクルのうち、A（Act）に該当するものである。最も適当なのはどれか。

1つ選べ。

1. アンケートにより参加者の満足度の集計を行った。

2. 参加する対象者の選定を行った。

3. 評価項目を定めた。

4. 参加者の要望を受けて新たなプログラムを検討した。

5. 開催中にスタッフによる指導内容を記録した。 (36 回国家試験)

解説 PDCA サイクルとは、Plan(計画)、Do(実行)、Check（評価）、Act（改善）を順次進め、その活動を

向上させる手法である。 1. は Do（実行）である。 2. は Plan（計画）である。 3. は Plan（計画)

である。 4. は Act（改善）である。5. は Do（実行）である。 解答 4
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11 健健康康日日本本 2211（（第第二二次次））のの主主なな目目標標値値一一覧覧 （2023 年度まで 1年延長）

一一 健健康康寿寿命命のの延延伸伸とと健健康康格格差差のの縮縮小小のの実実現現にに関関すするる目目標標

項 目 現 状 目 標

健康寿命の延伸(日常生活に制限の

ない期間の平均の延伸)

男性 70.42 年

女性 73.62 年

（2010 年）

平均寿命の増加分を上

回る健康寿命の増加

（2023 年度）

健康格差の縮小(日常生活に制限の

ない期間の平均の都道府県格差の

縮小)

男性 2.79 年

女性 2.95 年

（2010 年）

都道府県格差の縮小

（2023 年度）

二二 主主要要なな生生活活習習慣慣病病のの発発症症予予防防とと重重症症化化予予防防のの徹徹底底にに関関すするる目目標標

((11)) ががんん

項 目 現 状 目 標

75 歳未満のがんの年齢調整死亡率

の減少（10 万人当たり）

84.3

（2010 年）

73.9

（2015 年）

がん検診の受診率の向上 胃がん

男性 36.6% 女性 28.3%

肺がん

男性 26.4% 女性 23.0%

大腸がん

男性 28.1% 女性 23.9%

子宮頸がん 女性 37.7%

乳がん 女性 39.1%

（2010 年）

50%

(胃がん、肺がん、大腸がんは

当面 40%)

（2016 年度）

((22)) 循循環環器器疾疾患患

項 目 現 状 目 標

脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調

整死亡率の減少

（10 万人当たり）

脳血管疾患

男性 49.5 女性 26.9

虚血性心疾患

男性 36.9 女性 15.3

（2010 年）

脳血管疾患

男性 41.6 女性 24.7

虚血性心疾患

男性 31.8 女性 13.7

（2023 年度）

高血圧の改善 (収縮期血圧

の平均値の低下)

男性 138mmHg 女性 133mmHg

（2010 年）

男性 134mmHg 女性 129mmHg

（2022 年度）

脂質異常症の減少 総コレステロール240mg/dl以

上の者の割合

男性 13.8% 女性 22.0%

LDL コレステロール 160mg/dl

以上の者の割合

男性 8.3% 女性 11.7%

（2010 年）

総コレステロール 240mg/dl 以

上の者の割合

男性 10% 女性 17%

LDL コレステロール 160mg/dl

以上の者の割合

男性 6.2% 女性 8.8%

（2023 年度）

メタボリックシンドロームの

該当者及び予備群の減少＊

1,400 万人

（2008 年度）

2008 年度と比べて 25%減少

（2015 年度）

特定健康診査・特定保健指導の実施

率の向上＊＊

特定健康診査の実施率 41.3%

特定保健指導の実施率 12.3%

（2009 年度）

平成 25 年度から開始する第 2

期医療費適正化計画に合わせ

て設定（2017 年度）

((33)) 糖糖尿尿病病

項 目 現 状 目 標

合併症（糖尿病腎症による年間新規

透析導入患者数）の減少

16,247 人

（2010 年）

15,000 人

（2023 年度）

治療継続者の割合の増加 63.7% （2010 年） 75% （2022 年度）

血糖コントロール指標におけるコ

ントロール不良者の割合の減少

（HbA1c が JDS 値 8.0%（NGSP 値

8.4%）以上の者の割合の減少）

1.2%

（2009 年度）

1.0%

（2023 年度度）

糖尿病有病者の増加の抑制 890 万人 （2007 年） 1000 万人 （2023 年度）

メタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少＊

1,400 万人

（2008 年度）

2008 年度と比べて 25%減少

（2015 年度）

特定健康診査・特定保健指導の実施

率の向上＊＊

特定健康診査の実施率 41.3%

特定保健指導の実施率 12.3%

（2009 年度）

平成 25 年度から開始する第 2

期医療費適正化計画に合わせ

て設定（2017 年度）

((44)) CCOOPPDD

項 目 現 状 目 標

COPD の認知度の向上 25% （2011 年） 80% （2023 年度）

三三 社社会会生生活活をを営営むむたためめにに必必要要なな機機能能のの維維持持・・向向上上にに関関すするる目目標標

((11)) こここころろのの健健康康

項 目 現 状 目 標

自殺者の減少（人口 10万人当たり） 23.4

（2010 年）

自殺総合対策大綱の見直しの

状況を踏まえて設定

気分障害 不安障害 相当  心理

的苦痛を感    者 割合 減少

10.4%

（2010 年）

9.4%

（2023 年度）

メンタルヘルスに関する措置を受

けられる職場の割合の増加

33.6%

(2007 年)

100%

(2020 年)

小児人口 10 万人当たりの小児科

医・児童精神科医師の割合の増加

小児科医 94.4 (2010 年)

児童精神科医 10.6 (2009 年)

増加傾向へ

(2014 年)

((22)) 次次世世代代のの健健康康

項 目 現 状 目 標

健康な生活習慣（栄養・食生活、運

動）を有する子どもの割合の増加

参考資料 � �  参考資料

288

23-02-330_003_参考文献.indd   28823-02-330_003_参考文献.indd   288 2023/03/20   16:46:422023/03/20   16:46:42



11 健健康康日日本本 2211（（第第二二次次））のの主主なな目目標標値値一一覧覧 （2023 年度まで 1年延長）

一一 健健康康寿寿命命のの延延伸伸とと健健康康格格差差のの縮縮小小のの実実現現にに関関すするる目目標標

項 目 現 状 目 標

健康寿命の延伸(日常生活に制限の

ない期間の平均の延伸)

男性 70.42 年

女性 73.62 年

（2010 年）

平均寿命の増加分を上

回る健康寿命の増加

（2023 年度）

健康格差の縮小(日常生活に制限の

ない期間の平均の都道府県格差の

縮小)

男性 2.79 年

女性 2.95 年

（2010 年）

都道府県格差の縮小

（2023 年度）

二二 主主要要なな生生活活習習慣慣病病のの発発症症予予防防とと重重症症化化予予防防のの徹徹底底にに関関すするる目目標標

((11)) ががんん

項 目 現 状 目 標

75 歳未満のがんの年齢調整死亡率

の減少（10 万人当たり）

84.3

（2010 年）

73.9

（2015 年）

がん検診の受診率の向上 胃がん

男性 36.6% 女性 28.3%

肺がん

男性 26.4% 女性 23.0%

大腸がん

男性 28.1% 女性 23.9%

子宮頸がん 女性 37.7%

乳がん 女性 39.1%

（2010 年）

50%

(胃がん、肺がん、大腸がんは

当面 40%)

（2016 年度）

((22)) 循循環環器器疾疾患患

項 目 現 状 目 標

脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調

整死亡率の減少

（10 万人当たり）

脳血管疾患

男性 49.5 女性 26.9

虚血性心疾患

男性 36.9 女性 15.3

（2010 年）

脳血管疾患

男性 41.6 女性 24.7

虚血性心疾患

男性 31.8 女性 13.7

（2023 年度）

高血圧の改善 (収縮期血圧

の平均値の低下)

男性 138mmHg 女性 133mmHg

（2010 年）

男性 134mmHg 女性 129mmHg

（2022 年度）

脂質異常症の減少 総コレステロール240mg/dl以

上の者の割合

男性 13.8% 女性 22.0%

LDL コレステロール 160mg/dl

以上の者の割合

男性 8.3% 女性 11.7%

（2010 年）

総コレステロール 240mg/dl 以

上の者の割合

男性 10% 女性 17%

LDL コレステロール 160mg/dl

以上の者の割合

男性 6.2% 女性 8.8%

（2023 年度）

メタボリックシンドロームの

該当者及び予備群の減少＊

1,400 万人

（2008 年度）

2008 年度と比べて 25%減少

（2015 年度）

特定健康診査・特定保健指導の実施

率の向上＊＊

特定健康診査の実施率 41.3%

特定保健指導の実施率 12.3%

（2009 年度）

平成 25 年度から開始する第 2

期医療費適正化計画に合わせ

て設定（2017 年度）

((33)) 糖糖尿尿病病

項 目 現 状 目 標

合併症（糖尿病腎症による年間新規

透析導入患者数）の減少

16,247 人

（2010 年）

15,000 人

（2023 年度）

治療継続者の割合の増加 63.7% （2010 年） 75% （2022 年度）

血糖コントロール指標におけるコ

ントロール不良者の割合の減少

（HbA1c が JDS 値 8.0%（NGSP 値

8.4%）以上の者の割合の減少）

1.2%

（2009 年度）

1.0%

（2023 年度度）

糖尿病有病者の増加の抑制 890 万人 （2007 年） 1000 万人 （2023 年度）

メタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少＊

1,400 万人

（2008 年度）

2008 年度と比べて 25%減少

（2015 年度）

特定健康診査・特定保健指導の実施

率の向上＊＊

特定健康診査の実施率 41.3%

特定保健指導の実施率 12.3%

（2009 年度）

平成 25 年度から開始する第 2

期医療費適正化計画に合わせ

て設定（2017 年度）

((44)) CCOOPPDD

項 目 現 状 目 標

COPD の認知度の向上 25% （2011 年） 80% （2023 年度）

三三 社社会会生生活活をを営営むむたためめにに必必要要なな機機能能のの維維持持・・向向上上にに関関すするる目目標標

((11)) こここころろのの健健康康

項 目 現 状 目 標

自殺者の減少（人口 10万人当たり） 23.4

（2010 年）

自殺総合対策大綱の見直しの

状況を踏まえて設定

気分障害 不安障害 相当  心理

的苦痛を感    者 割合 減少

10.4%

（2010 年）

9.4%

（2023 年度）

メンタルヘルスに関する措置を受

けられる職場の割合の増加

33.6%

(2007 年)

100%

(2020 年)

小児人口 10 万人当たりの小児科

医・児童精神科医師の割合の増加

小児科医 94.4 (2010 年)

児童精神科医 10.6 (2009 年)

増加傾向へ

(2014 年)

((22)) 次次世世代代のの健健康康

項 目 現 状 目 標

健康な生活習慣（栄養・食生活、運

動）を有する子どもの割合の増加
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ア

朝・昼・夕の三食を必ず食べる

ことに気をつけて食事をして

いる子どもの割合の増加

小学 5年生 89.4%

(2010 年度)

100%に近づける

（2023 年度）

イ

肥満傾向にある子どもの割合

の減少

（参考値）週に 3日以上

小学 5年生

男子 61.5%

女子 35.9%

(2010 年)

増加傾向へ

（2023 年度）

適正体重の子どもの増加

ア
全出生数中の低出生体重児の

割合の減少

9.6%

(2010 年)

減少傾向へ

(2014 年)

イ

肥満傾向にある子どもの割合

の減少

小学 5 年生の中等度・高度肥

満傾向児の割合

男子 4.60%

女子 3.39%

(2011 年)

減少傾向へ

(2014 年)

((33)) 高高齢齢者者のの健健康康

項 目 現 状 目 標

介護保険サービス利用者の増加の

抑制

452 万人

(2012 年度)

657 万人

(2025 年度)

認知機能低下ハイリスク高齢者の

把握率の向上

0.9%

(2009 年)

10%

(2023 年度)

ロコモティブシンドローム（運動器

症候群）を認知している国民の割合

の増加

(参考値）17.3%

(2012 年)

80%

(2023 年度)

低栄養傾向（BMI20 以下）の高齢者

の割合の増加の抑制

17.4%

(2010 年)

22%

(2023 年度)

足腰に痛みのある高齢者の割合の

減少（1,000 人当たり）

男性 218 人

女性 291 人

(2010 年)

男性 200 人

女性 260 人

(2023 年度)

高齢者の社会参加の促進（就業又は

何らかの地域活動をしている高齢

者の割合の増加）

（参考値）何らかの地域活動

をしている高齢者の割合

男性 64.0%

女性 55.1% (2008 年)

80%

(2023 年度)

四四 健健康康をを支支ええ、、守守るるたためめのの社社会会環環境境のの整整備備にに関関すするる目目標標

項 目 現 状 目 標

地域のつながりの強化（居住地域で

お互いに助け合っていると思う国

民の割合の増加）

（参考値）自分と地域のつな

がりが強い方だと思う割合

45.7% (2007 年)

65%

(2023 年度)

健康づくりを目的とした活動に 主

体的に関わっている国民の割合の

増加

(参考値）健康や医療サービス

に関係したボランティア活動

をしている割合

3.0% (2006 年)

25%

(2023 年度)

健康づくりに関する活動に取り組

み、自発的に情報発信を行う企業登

録数の増加

420 社

(2012 年)

3,000 社

(2023 年度)

健康づくりに関して身近で専門的

な支援・相談が受けられる民間団体

の活動拠点数の増加

(参考値)民間団体から報告の

あった活動拠点数

7,134

(2012 年)

15,000

(2023 年度)

健康格差対策に取り組む自治体 の

増加（課題となる健康格差の実態を

把握し、健康づくりが不利な 集団

への対策を実施している都道府県

の数）

11 都道府県

(2012 年)

47 都道府県

(2023 年度)

五五 栄栄養養・・食食生生活活、、身身体体活活動動・・運運動動、、休休養養、、飲飲酒酒、、喫喫煙煙及及びび歯歯・・口口腔腔のの健健康康にに関関すするる生生活活習習慣慣 及及びび

社社会会環環境境のの改改善善にに関関すするる目目標標

((11)) 栄栄養養・・食食生生活活

項 目 現 状 目 標

適正体重を維持している者の増 加

（肥満（BMI25以上）、やせ（BMI18.5

未満）の減少)

20歳～60歳代男性の肥満者の

割合 31.2%

40歳～60歳代女性の肥満者の

割合 22.2%

20 歳代女性のやせの者の割合

29.0%

(2010 年)

20 歳～60 歳代男性の肥満者の

割合 28%

40 歳～60 歳代女性の肥満者の

割合 19%

20 歳代女性のやせの者の割合

20%

(2022 年度)

適切 量 質 食事をとる者 増加

ア

主食・主菜・副菜を組み合わせ

た食事が 1日 2回以上の日がほ

ぼ 毎日の者の割合の増加

68.1%

(2011 年)

80%

(2023 年度)

イ
食塩摂取量の減少 10.6g

(2010 年)

8g

(2023 年度)

ウ

野菜と果物の摂取量の増加 野菜摂取量の平均値

282g

果物摂取量100g未満の者の割

合 61.4%

(2010 年)

野菜摂取量の平均値

350g

果物摂取量 100g 未満の者の割

合 30%

(2023 年度)
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ア

朝・昼・夕の三食を必ず食べる

ことに気をつけて食事をして

いる子どもの割合の増加

小学 5年生 89.4%

(2010 年度)

100%に近づける

（2023 年度）

イ

肥満傾向にある子どもの割合

の減少

（参考値）週に 3日以上

小学 5年生

男子 61.5%

女子 35.9%

(2010 年)

増加傾向へ

（2023 年度）

適正体重の子どもの増加

ア
全出生数中の低出生体重児の

割合の減少

9.6%

(2010 年)

減少傾向へ

(2014 年)

イ

肥満傾向にある子どもの割合

の減少

小学 5 年生の中等度・高度肥

満傾向児の割合

男子 4.60%

女子 3.39%

(2011 年)

減少傾向へ

(2014 年)

((33)) 高高齢齢者者のの健健康康

項 目 現 状 目 標

介護保険サービス利用者の増加の

抑制

452 万人

(2012 年度)

657 万人

(2025 年度)

認知機能低下ハイリスク高齢者の

把握率の向上

0.9%

(2009 年)

10%

(2023 年度)

ロコモティブシンドローム（運動器

症候群）を認知している国民の割合

の増加

(参考値）17.3%

(2012 年)

80%

(2023 年度)

低栄養傾向（BMI20 以下）の高齢者

の割合の増加の抑制

17.4%

(2010 年)

22%

(2023 年度)

足腰に痛みのある高齢者の割合の

減少（1,000 人当たり）

男性 218 人

女性 291 人

(2010 年)

男性 200 人

女性 260 人

(2023 年度)

高齢者の社会参加の促進（就業又は

何らかの地域活動をしている高齢

者の割合の増加）

（参考値）何らかの地域活動

をしている高齢者の割合

男性 64.0%

女性 55.1% (2008 年)

80%

(2023 年度)

四四 健健康康をを支支ええ、、守守るるたためめのの社社会会環環境境のの整整備備にに関関すするる目目標標

項 目 現 状 目 標

地域のつながりの強化（居住地域で

お互いに助け合っていると思う国

民の割合の増加）

（参考値）自分と地域のつな

がりが強い方だと思う割合

45.7% (2007 年)

65%

(2023 年度)

健康づくりを目的とした活動に 主

体的に関わっている国民の割合の

増加

(参考値）健康や医療サービス

に関係したボランティア活動

をしている割合

3.0% (2006 年)

25%

(2023 年度)

健康づくりに関する活動に取り組

み、自発的に情報発信を行う企業登

録数の増加

420 社

(2012 年)

3,000 社

(2023 年度)

健康づくりに関して身近で専門的

な支援・相談が受けられる民間団体

の活動拠点数の増加

(参考値)民間団体から報告の

あった活動拠点数

7,134

(2012 年)

15,000

(2023 年度)

健康格差対策に取り組む自治体 の

増加（課題となる健康格差の実態を

把握し、健康づくりが不利な 集団

への対策を実施している都道府県

の数）

11 都道府県

(2012 年)

47 都道府県

(2023 年度)

五五 栄栄養養・・食食生生活活、、身身体体活活動動・・運運動動、、休休養養、、飲飲酒酒、、喫喫煙煙及及びび歯歯・・口口腔腔のの健健康康にに関関すするる生生活活習習慣慣 及及びび

社社会会環環境境のの改改善善にに関関すするる目目標標

((11)) 栄栄養養・・食食生生活活

項 目 現 状 目 標

適正体重を維持している者の増 加

（肥満（BMI25以上）、やせ（BMI18.5

未満）の減少)

20歳～60歳代男性の肥満者の

割合 31.2%

40歳～60歳代女性の肥満者の

割合 22.2%

20 歳代女性のやせの者の割合

29.0%

(2010 年)

20 歳～60 歳代男性の肥満者の

割合 28%

40 歳～60 歳代女性の肥満者の

割合 19%

20 歳代女性のやせの者の割合

20%

(2022 年度)

適切 量 質 食事をとる者 増加

ア

主食・主菜・副菜を組み合わせ

た食事が 1日 2回以上の日がほ

ぼ 毎日の者の割合の増加

68.1%

(2011 年)

80%

(2023 年度)

イ
食塩摂取量の減少 10.6g

(2010 年)

8g

(2023 年度)

ウ

野菜と果物の摂取量の増加 野菜摂取量の平均値

282g

果物摂取量100g未満の者の割

合 61.4%

(2010 年)

野菜摂取量の平均値

350g

果物摂取量 100g 未満の者の割

合 30%

(2023 年度)
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共食の増加（食事を 1人で食べる子

どもの割合の減少）

朝食 小学生 15.3%

中学生 33.7%

夕食 小学生 2.2%

中学生 6.0%

(2010 年)

減少傾向へ

(2022 年度)

食品中の食塩や脂肪の低減に取り

組む食品企業及び飲食店の登録数

の増加

食品企業登録数 14 社

飲食店登録数 17,284 店舗

(2012 年)

食品企業登録数 100 社

飲食店登録数 30,000 店舗

(2023 年度)

利用者に応じた食事の計画、調理及

び栄養の評価、改善を実施している

特定給食施設の割合の増加

（参考値)管理栄養士・栄養士

を配置している施設の割合

70.5%

(2010 年)

80%

(2023 年度)

((22)) 身身体体活活動動・・運運動動

項 目 現 状 目 標

日常生活における歩数の増加 20 歳〜64歳

男性 7,841歩 女性 6,883歩

65 歳以上

男性 5,628歩 女性 4,584歩

(2010 年)

20 歳〜64 歳

男性 9,000 歩 女性 8,500 歩

65 歳以上

男性 7,000 歩 女性 6,000 歩

(2022 年度)

運動習慣者の割合の増加 20 歳〜64歳

男性 26.3% 女性 22.9%

65 歳以上

男性 47.6% 女性 37.6%

(2010 年)

20 歳〜64 歳

男性 36% 女性 33%

65 歳以上

男性 58% 女性 48%

(2022 年度)

住民が運動しやすいまちづくり・環

境整備に取り組む自治体数の増加

17 都道府県

(2012 年)

47 都道府県

(2023 年度)

((33)) 休休養養

項 目 現 状 目 標

睡眠による休養を十分とれていな

い者の割合の減少

18.4%

(2009 年)

15%

(2023 年度)

週労働時間 60 時間以上の雇用者

の割合の減少

9.3%

(2011 年)

5.0%

(2020 年)

((44)) 飲飲酒酒

項 目 現 状 目 標

生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者(1日当たりの 純ア

ルコール摂取量が男性 40g 以上、女

性 20g 以上の者)の割合の減少

男性 15.3%

女性 7.5%

(2010 年)

男性 13%

女性 6.4%

(2023 年度)

未成年者の飲酒をなくす 中学 3年生

男子 10.5% 女子 11.7%

高校 3年生

男子 21.7% 女子 19.9%

(2010 年)

0%

(2023 年度)

妊娠中の飲酒をなくす 8.7%

(2010 年)

0%

(2014 年度)

((55)) 喫喫煙煙

項 目 現 状 目 標

成人の喫煙率の減少（喫煙をやめた

い者がやめる）

19.5%

(2010 年)

12%

(2023 年度)

未成年者の喫煙をなくす 中学 1年生

男子 1.6% 女子 0.9%

高校 3年生

男子 8.6% 女子 3.8%

(2010 年)

0%

(2023 年度)

妊娠中の喫煙をなくす 5.0%

(2010 年)

0%

(2014 年)

受動喫煙（家庭・職場・飲食店 ・

行政機関・医療機関）の機会を有す

る者の割合の減少

行政機関 16.9%

医療機関 13.3%

(2008 年)

職場 64%

(2011 年)

家庭 10.7%

飲食店 50.1%

(2010 年)

行政機関 0%

医療機関 0%

(2023 年度)

職場 受動喫煙の無い職場の実

現

(2020 年)

家庭 3%

飲食店 15%

(2023 年度)

((66)) 歯歯・・口口腔腔のの健健康康

項 目 現 状 目 標

口腔機能の維持・向上（60 歳代に

おける咀嚼良好者の割合の増加）

73.4%

(2009 年)

80%

(2023 年度)

歯の喪失防止

ア
80歳で 20 歯以上の自分の歯を

有する者の割合の増加

25.0%

(2005 年)

50%

(2023 年度)

イ
60歳で 24 歯以上の自分の歯を

有する者の割合の増加

60.2%

(2005 年)

70%

(2023 年度)

ウ

40 歳で喪失歯のない者の割合

の増加

54.1%

(2005 年)

75%

(2023 年度)
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共食の増加（食事を 1人で食べる子

どもの割合の減少）

朝食 小学生 15.3%

中学生 33.7%

夕食 小学生 2.2%

中学生 6.0%

(2010 年)

減少傾向へ

(2022 年度)

食品中の食塩や脂肪の低減に取り

組む食品企業及び飲食店の登録数

の増加

食品企業登録数 14 社

飲食店登録数 17,284 店舗

(2012 年)

食品企業登録数 100 社

飲食店登録数 30,000 店舗

(2023 年度)

利用者に応じた食事の計画、調理及

び栄養の評価、改善を実施している

特定給食施設の割合の増加

（参考値)管理栄養士・栄養士

を配置している施設の割合

70.5%

(2010 年)

80%

(2023 年度)

((22)) 身身体体活活動動・・運運動動

項 目 現 状 目 標

日常生活における歩数の増加 20 歳〜64歳

男性 7,841歩 女性 6,883歩

65 歳以上

男性 5,628歩 女性 4,584歩

(2010 年)

20 歳〜64 歳

男性 9,000 歩 女性 8,500 歩

65 歳以上

男性 7,000 歩 女性 6,000 歩

(2022 年度)

運動習慣者の割合の増加 20 歳〜64歳

男性 26.3% 女性 22.9%

65 歳以上

男性 47.6% 女性 37.6%

(2010 年)

20 歳〜64 歳

男性 36% 女性 33%

65 歳以上

男性 58% 女性 48%

(2022 年度)

住民が運動しやすいまちづくり・環

境整備に取り組む自治体数の増加

17 都道府県

(2012 年)

47 都道府県

(2023 年度)

((33)) 休休養養

項 目 現 状 目 標

睡眠による休養を十分とれていな

い者の割合の減少

18.4%

(2009 年)

15%

(2023 年度)

週労働時間 60 時間以上の雇用者

の割合の減少

9.3%

(2011 年)

5.0%

(2020 年)

((44)) 飲飲酒酒

項 目 現 状 目 標

生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者(1日当たりの 純ア

ルコール摂取量が男性 40g 以上、女

性 20g 以上の者)の割合の減少

男性 15.3%

女性 7.5%

(2010 年)

男性 13%

女性 6.4%

(2023 年度)

未成年者の飲酒をなくす 中学 3年生

男子 10.5% 女子 11.7%

高校 3年生

男子 21.7% 女子 19.9%

(2010 年)

0%

(2023 年度)

妊娠中の飲酒をなくす 8.7%

(2010 年)

0%

(2014 年度)

((55)) 喫喫煙煙

項 目 現 状 目 標

成人の喫煙率の減少（喫煙をやめた

い者がやめる）

19.5%

(2010 年)

12%

(2023 年度)

未成年者の喫煙をなくす 中学 1年生

男子 1.6% 女子 0.9%

高校 3年生

男子 8.6% 女子 3.8%

(2010 年)

0%

(2023 年度)

妊娠中の喫煙をなくす 5.0%

(2010 年)

0%

(2014 年)

受動喫煙（家庭・職場・飲食店 ・

行政機関・医療機関）の機会を有す

る者の割合の減少

行政機関 16.9%

医療機関 13.3%

(2008 年)

職場 64%

(2011 年)

家庭 10.7%

飲食店 50.1%

(2010 年)

行政機関 0%

医療機関 0%

(2023 年度)

職場 受動喫煙の無い職場の実

現

(2020 年)

家庭 3%

飲食店 15%

(2023 年度)

((66)) 歯歯・・口口腔腔のの健健康康

項 目 現 状 目 標

口腔機能の維持・向上（60 歳代に

おける咀嚼良好者の割合の増加）

73.4%

(2009 年)

80%

(2023 年度)

歯の喪失防止

ア
80歳で 20 歯以上の自分の歯を

有する者の割合の増加

25.0%

(2005 年)

50%

(2023 年度)

イ
60歳で 24 歯以上の自分の歯を

有する者の割合の増加

60.2%

(2005 年)

70%

(2023 年度)

ウ

40 歳で喪失歯のない者の割合

の増加

54.1%

(2005 年)

75%

(2023 年度)
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歯周病を有する者の割合の減少

ア
20 歳代における歯肉に炎症所

見を有する者の割合の減少

31.7%

(2009 年)

25%

(2023 年度)

イ
40 歳代における進行した歯周

炎を有する者の割合の減少

37.3%

(2005 年)

25%

(2023 年度)

ウ
60 歳代における進行した歯周

炎を有する者の割合の減少

54.7%

(2005 年)

45%

(2023 年度)

乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増

加

ア
3歳児でう蝕がない者の割合が

80%以上である都道府県の増加

6都道府県

(2009 年)

23 都道府県

(2023 年度)

イ
12歳児の一人平均う歯数が1.0

歯未満である都道府県の増加

7都道府県

(2011 年)

28 都道府県

(2023 年度)

過去 1 年間に歯科検診を受診した

者の割合の増加

34.1%

(2009 年)

65%

(2023 年度)

＊、＊＊同一目標

物質

二酸化いおう（SO2）

一酸化炭素（CO）

浮遊粒子状物質（SPM）

二酸化窒素（NO2）

光化学オキシダント（Ox）

環境上の条件（設定年月日等）

1時間値の 1日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、1時間値が 0.1p

以下であること。(48.5.16 告示)

1 時間値の 1日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、1時間値の 8時間

平均値が 20ppm 以下であること。(48.5.8 告示)

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、1 時間値が

0.20mg/m3以下であること。(48.5.8 告示)

1時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそ

れ以下であること。(53.7.11 告示)

1 時間値が 0.06ppm 以下であること 。(48.5.8 告示)

1 大気汚染に係る環境基準

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用し

ない。

2. 浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm 以下のものをいう。

3. 二酸化窒素について、1時間値の1日平均値が0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、

原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努

めるものとする。

3. 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される

酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く｡） をいう。

2 有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る環境基準

物質

ベンゼン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

ジクロロメタン

環境上の条件

１年平均値が 0.003mg/m3以下であること。(H9.2.4 告示)

１年平均値が 0.13mg/m3以下であること。(H30.11.19 告示)

１年平均値が 0.2mg/m3以下であること。(H9.2.4 告示)

１年平均値が 0.15mg/m3以下であること。(H13.4.20 告示)

2-1 ダイオキシン類に係る環境基準

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用し

ない。

2. ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがあ

る物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにす

ることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。

物質

ダイオキシン類

環境上の条件

1年平均値が 0.6pg-TEQ/m3以下であること。(H11.12.27 告示)

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。

2. 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。

22 公公害害関関係係基基準準表表
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歯周病を有する者の割合の減少

ア
20 歳代における歯肉に炎症所

見を有する者の割合の減少

31.7%

(2009 年)

25%

(2023 年度)

イ
40 歳代における進行した歯周

炎を有する者の割合の減少

37.3%

(2005 年)

25%

(2023 年度)

ウ
60 歳代における進行した歯周

炎を有する者の割合の減少

54.7%

(2005 年)

45%

(2023 年度)

乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増

加

ア
3歳児でう蝕がない者の割合が

80%以上である都道府県の増加

6都道府県

(2009 年)

23 都道府県

(2023 年度)

イ
12歳児の一人平均う歯数が1.0

歯未満である都道府県の増加

7都道府県

(2011 年)

28 都道府県

(2023 年度)

過去 1 年間に歯科検診を受診した

者の割合の増加

34.1%

(2009 年)

65%

(2023 年度)

＊、＊＊同一目標

物質

二酸化いおう（SO2）

一酸化炭素（CO）

浮遊粒子状物質（SPM）

二酸化窒素（NO2）

光化学オキシダント（Ox）

環境上の条件（設定年月日等）

1時間値の 1日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、1時間値が 0.1p

以下であること。(48.5.16 告示)

1 時間値の 1日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、1時間値の 8時間

平均値が 20ppm 以下であること。(48.5.8 告示)

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、1 時間値が

0.20mg/m3以下であること。(48.5.8 告示)

1時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそ

れ以下であること。(53.7.11 告示)

1 時間値が 0.06ppm 以下であること 。(48.5.8 告示)

1 大気汚染に係る環境基準

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用し

ない。

2. 浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm 以下のものをいう。

3. 二酸化窒素について、1時間値の1日平均値が0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、

原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努

めるものとする。

3. 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される

酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く｡） をいう。

2 有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る環境基準

物質

ベンゼン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

ジクロロメタン

環境上の条件

１年平均値が 0.003mg/m3以下であること。(H9.2.4 告示)

１年平均値が 0.13mg/m3以下であること。(H30.11.19 告示)

１年平均値が 0.2mg/m3以下であること。(H9.2.4 告示)

１年平均値が 0.15mg/m3以下であること。(H13.4.20 告示)

2-1 ダイオキシン類に係る環境基準

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用し

ない。

2. ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがあ

る物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにす

ることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。

物質

ダイオキシン類

環境上の条件

1年平均値が 0.6pg-TEQ/m3以下であること。(H11.12.27 告示)

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。

2. 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。

22 公公害害関関係係基基準準表表
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地域の種類

AA

A および B

C

2-2 微小粒子物質に係る環境基準

物質

微小粒子物質

環境上の条件

１年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が 35μg/m3以

下であること。(H21.9.9 告示)

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道  他一般公衆 通常生活     地域又は場所については、適用しない。

2. 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μｍの粒子を 50％の割合で分離で

きる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。

2-3 大気汚染に係る指針

光化学オキシダントの生成のための大気中炭化水素濃度の指針

光化学オキシダントの日最高１時間値0.06ppmに対応する午前6時から9時までの非メタン炭化水素

の 3時間平均値は、0.20ppmC から 0.31ppmC の範囲にある。(S51.8.13 通知)

3 騒音に係る環境基準

3-1 道路に面する地域以外の地域

基準値

昼間

50デシベル以下

55デシベル以下

60デシベル以下

夜間

40デシベル以下

45デシベル以下

50デシベル以下

(注）

1 時間の区分は、昼間を午前 6時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌日の午前 6時までの

間とする。

2 AA をあてはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要する地域

とする。

3 Aをあてはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。

4 Bをあてはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。

5 Cをあてはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。

ただし、次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道道路路にに面面すするる地地域域」という。）については、上表によら

ず次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。

基準値

昼間

60デシベル以下

65デシベル以下

夜間

55 デシベル以下

60 デシベル以下

地域に区分

A地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する地域

B地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する地域

及び C地域のうち車線を有する道路に面する地域

備考
車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をい

う。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例として次表
の基準値の欄に掲げるとおりとする。

昼間

70デシベル以下

基準値

夜間

65 デシベル以下

備考
個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるとき
は、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあっては 40 デシベル以下）に
よることができる。

3-2 環境基準航空機

地域の類型

Ⅰ

Ⅱ

基準値

57 デシベル以下

62 デシベル以下

1 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあてはめる地域は、都道府県

知事が指定する。

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域はⅠ以外の地域であって通常

の生活を保全する必要がある地域とする。

3-3 環境基準新幹線

1 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあてはめる地域は、都道府県

知事が指定する。

地域の類型

Ⅰ

Ⅱ

基準値

70 デシベル以下

75 デシベル以下

（注）Ⅰをあてはめる地域は主として住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域は商工業の用に供さ
れる地域等Ⅰ以外の地域であつて通常の生活を保全する必要がある地域とする。

4 水質汚濁に係る環境基準

4-1 河川(湖沼を除く) ア
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地域の種類

AA

A および B

C

2-2 微小粒子物質に係る環境基準

物質

微小粒子物質

環境上の条件

１年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が 35μg/m3以

下であること。(H21.9.9 告示)

備考

1. 環境基準は、工業専用地域、車道  他一般公衆 通常生活     地域又は場所については、適用しない。

2. 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μｍの粒子を 50％の割合で分離で

きる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。

2-3 大気汚染に係る指針

光化学オキシダントの生成のための大気中炭化水素濃度の指針

光化学オキシダントの日最高１時間値0.06ppmに対応する午前6時から9時までの非メタン炭化水素

の 3時間平均値は、0.20ppmC から 0.31ppmC の範囲にある。(S51.8.13 通知)

3 騒音に係る環境基準

3-1 道路に面する地域以外の地域

基準値

昼間

50デシベル以下

55デシベル以下

60デシベル以下

夜間

40デシベル以下

45デシベル以下

50デシベル以下

(注）

1 時間の区分は、昼間を午前 6時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌日の午前 6時までの

間とする。

2 AA をあてはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要する地域

とする。

3 Aをあてはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。

4 Bをあてはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。

5 Cをあてはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。

ただし、次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道道路路にに面面すするる地地域域」という。）については、上表によら

ず次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。

基準値

昼間

60デシベル以下

65デシベル以下

夜間

55 デシベル以下

60 デシベル以下

地域に区分

A地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する地域

B地域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する地域

及び C地域のうち車線を有する道路に面する地域

備考
車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をい

う。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例として次表
の基準値の欄に掲げるとおりとする。

昼間

70デシベル以下

基準値

夜間

65 デシベル以下

備考
個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるとき
は、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあっては 40 デシベル以下）に
よることができる。

3-2 環境基準航空機

地域の類型

Ⅰ

Ⅱ

基準値

57 デシベル以下

62 デシベル以下

1 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあてはめる地域は、都道府県

知事が指定する。

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域はⅠ以外の地域であって通常

の生活を保全する必要がある地域とする。

3-3 環境基準新幹線

1 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあてはめる地域は、都道府県

知事が指定する。

地域の類型

Ⅰ

Ⅱ

基準値

70 デシベル以下

75 デシベル以下

（注）Ⅰをあてはめる地域は主として住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域は商工業の用に供さ
れる地域等Ⅰ以外の地域であつて通常の生活を保全する必要がある地域とする。

4 水質汚濁に係る環境基準

4-1 河川(湖沼を除く) ア
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44--22 湖湖沼沼

(天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上あり、かつ、
水の滞留時間が 4日間以上ある人工湖）ア

イイ

備考 1 基準値は、年間平均値とする（湖沼、海域もこれに準ずる)。

イ

ウ

備考

1 基準値は、年間平均値とする。

2 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼

について行うものとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトン

の増殖の要因となる湖沼について適用する。

3 農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。
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44--22 湖湖沼沼

(天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上あり、かつ、
水の滞留時間が 4日間以上ある人工湖）ア

イイ

備考 1 基準値は、年間平均値とする（湖沼、海域もこれに準ずる)。

イ

ウ

備考

1 基準値は、年間平均値とする。

2 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼

について行うものとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトン

の増殖の要因となる湖沼について適用する。

3 農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。
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項 目 基準値

カドミウム 0.003mg/L 以下

全シアン 検出されないこと。

鉛 0.01mg/L 以下

六価クロム 0.02mg/L 以下

砒素 0.01mg/L 以下

総水銀 0.0005mg/L 以下

アルキル水銀 検出されないこと。

PCB 検出されないこと。

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下

四塩化炭素 0.002mg/L 以下

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下

シス-1,2-ジクロロエチ 0.04mg/L 以下

レン

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下

項 目 基準値

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下

1,3-ジクロロプロぺン 0.002mg/L 以下

チウラム 0.006mg/L 以下

シマジン 0.003mg/L 以下

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下

ベンゼン 0.01mg/L 以下

セレン 0.01mg/L 以下

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下

ふっ素 0.8mg/L 以下

ほう素 1mg/L 以下

硝酸性窒素及び亜硝酸性 10mg/L 以下
窒素

エ

44--33 人人のの健健康康のの保保護護にに関関すするる環環境境基基準準

備考 1 基準値は、日間平均値とする。
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